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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次 第31期 第32期 第33期 第34期 第35期

決算年月 平成26年５月 平成27年５月 平成28年５月 平成29年５月 平成30年５月

売上高 (千円) 4,317,156 4,559,409 5,375,983 6,108,969 6,640,182

経常利益 (千円) 324,360 341,706 524,341 537,508 581,538

当期純利益 (千円) 190,113 229,628 355,688 379,113 393,275

持分法を適用した場合
の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 302,388 302,889 302,889 302,889 302,889

発行済株式総数 (株) 1,352,700 1,356,200 1,356,200 1,356,200 2,712,400

純資産額 (千円) 1,461,661 1,667,405 1,968,043 2,287,515 2,620,575

総資産額 (千円) 3,075,231 2,924,644 3,131,358 3,559,771 4,257,791

１株当たり純資産額 (円) 1,080.55 1,229.58 725.67 843.48 966.31

１株当たり配当額
(うち１株当たり中間配当額)

(円)
20.00 40.00 45.00 45.00 23.00

(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益金額 (円) 191.92 169.33 131.15 139.79 145.01

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) 191.90 － － － －

自己資本比率 (％) 47.5 57.0 62.8 64.3 61.5

自己資本利益率 (％) 16.1 14.7 19.6 17.8 16.0

株価収益率 (倍) 5.7 9.8 6.7 8.2 11.1

配当性向 (％) 10.4 23.6 17.2 16.1 15.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 164,383 △62,547 194,814 △73,153 △133,189

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △8,562 212,348 △63,117 △59,151 △77,665

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 255,372 △389,236 △182,142 41,116 219,595

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) 709,703 470,268 419,823 328,634 337,374

従業員数 (名) 104 113 111 122 133
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(注) １．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。

４．第31期の１株当たり配当額には、創業30周年の記念配当４円を含んでおります。

５．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第32期、第33期、第34期及び第35期は潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

６．平均臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。

７．当社は、平成25年12月24日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成26年１月27日付で普通株式１株を700

株に株式分割いたしました。第31期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株

当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

８．当社は、平成29年５月２日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成29年６月１日付で普通株式１株を２株

に株式分割いたしました。第33期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当

たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

なお、第31期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算出した場合の１株当たり指標の推移を参考まで

に掲げると、次のとおりであります。

回次 第31期 第32期 第33期 第34期 第35期

決算年月 平成26年５月 平成27年５月 平成28年５月 平成29年５月 平成30年５月

１株当たり純資産額 (円) 540.28 614.79 725.67 843.48 966.31

１株当たり当期
純利益金額

(円) 95.96 84.67 131.15 139.79 145.01

潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益金額

(円) 95.95 － － － －

１株当たり配当額
(うち１株当たり　
中間配当額)

(円)
10.00 20.00 22.50 22.50 23.00

(－) (－) (－) (－) (－)
 

９．当社は、平成26年５月22日に東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）及び福岡証券取引所Ｑ－Ｂｏａ

ｒｄに上場しております。

 

EDINET提出書類

株式会社東武住販(E30598)

有価証券報告書

 3/87



 

２ 【沿革】

当社は、昭和59年９月に、現代表取締役社長の荻野利浩により、山口県下関市長府に不動産の販売、賃貸及び仲介

を主要事業とする有限会社東武住販として設立されました。その後、「あるものを活かす」という観点から、戸建住

宅の中古不動産の仕入れ、リフォーム及び販売のビジネスモデルを確立し、平成21年１月ごろから自社不動産売買事

業が本格的に始動して、現在に至っております。

当社の社名の由来は、創業者である現代表取締役社長が神奈川県藤沢市の不動産会社に学び、下関へ親孝行のため

に戻ってきたことを踏まえて、東で武者修行をしたという意味を込め、頭文字を取って「東武」としたうえで、事業

内容である住宅販売を略した「住販」を付けております。

当社の変遷は、次のとおりであります。

年月 概要

昭和59年９月 山口県下関市長府において、不動産の販売、賃貸及び仲介等を目的として有限会社東武住販を設

立(資本金300万円)

昭和59年12月 山口県知事から宅地建物取引業免許を取得(免許番号：(1)第1852号)

昭和60年４月 山口県下関市壇之浦町に本社を移転

昭和61年７月 山口県下関市岬之町に本社を移転

平成元年８月 株式会社東武住販に組織変更

平成２年２月 不動産関連情報提供及びシステム開発を行う株式会社マネジメントケアーに出資(その後、完全

子会社化及び株式会社東武メディアへの社名変更の後、平成13年11月に介護福祉事業を開始し、

平成20年５月に当社が吸収合併)

平成２年５月 山口県下関市南部町に本社ビル完成・移転

平成２年７月 代表取締役社長の荻野利浩他当社役員の出資により株式会社東武エステートを設立(平成13年10

月に株式会社人財プロモーションに社名変更後、平成22年５月に人材派遣・紹介及び不動産売買

仲介事業を行う株式会社人財プロモーションを吸収合併し、平成23年11月に人材派遣・紹介事業

を営業譲渡)

平成３年３月 一般建設業許可取得(現許可番号：般-28 第14622号)

平成７年11月 建設大臣(現国土交通大臣)から宅地建物取引業免許を取得(現免許番号：(5)第5407号)

平成７年11月 福岡県北九州市門司区に北九州店(現北九州門司店)開設

平成８年１月 山口県宇部市大字西岐波に宇部店開設(平成13年５月に同市中野開作に移転)

平成８年12月 携帯ショップ事業においてデジタルツーカー(現ソフトバンク)携帯ショップ１号店として東駅店

(山口県下関市)を開設（平成16年７月にａｕ携帯ショップ１号店としてイオン長府店を山口県下

関市に開設した後、平成20年12月にソフトバンク携帯ショップ全店を事業譲渡し、平成27年１月

にイオン長府店の閉鎖をもって携帯ショップ事業を廃止）

平成12年３月 山口県山口市楠木町に山口店開設(平成21年９月に同市中央に移転)

平成14年２月 福岡県北九州市小倉北区に北九州小倉店開設(平成16年４月に同市八幡西区船越に移転し、北九

州八幡店と改称)

平成15年11月 山口県下関市岬之町に本社を移転

平成17年４月 福岡県春日市昇町に福岡店(現福岡南店)開設

平成20年５月 山口県山陽小野田市におのだサンパーク店開設

平成22年６月 福岡県宗像市栄町に赤間駅南口店開設

平成23年４月 福岡県北九州市小倉北区に北九州小倉店開設

平成23年８月 山口県周南市三番町に周南店開設

平成24年３月 福岡県福岡市東区水谷に千早駅前店開設

平成25年１月 福岡県久留米市中央町にＪＲ久留米駅前店開設

平成26年５月 東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）及び福岡証券取引所Ｑ－Ｂｏａｒｄに上場

平成26年９月 佐賀県佐賀市駅前中央に佐賀駅店開設

平成27年２月 広島県広島市安佐南区中筋に広島安佐南店開設

平成27年６月 大分県大分市大字椎迫に大分店開設

平成28年４月 山口県下関市川中本町に新下関店開設

平成28年６月 福岡県福岡市博多区博多駅前に福岡支社開設

平成29年４月 福岡県飯塚市新飯塚に飯塚店開設

平成30年２月 福岡県京都郡苅田町に苅田店開設
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３ 【事業の内容】

当社は、中国地方及び九州地方において、不動産の売買、賃貸、その他不動産に関連する事業を行っております。

特に、リフォームを施した戸建住宅の中古住宅等を提供しております。

その主な事業内容と当該事業に係る位置付けは、次のとおりであります。なお、次の４事業は「第５ 経理の状況 

１ 財務諸表等 (1) 財務諸表 注記事項」に掲げるセグメントの区分と同一であります。

 

事業区分 概要

不動産売買事業

自社不動産売買事業

当社所有の不動産の販売を行います。
主に築年数20～40年程度の戸建住宅及びマンションの中古住
宅を仕入れ、水回り設備を取り替えるリフレッシュ・リ
フォーム(注１)を施す等、当社独自の再生ノウハウを活用し
て、中古住宅の販売に多くの実績を有します。主な顧客層と
して年収300万円前後、20～30代の一次取得者を対象として
おります。なお、顧客のニーズに応じて、一部、新築戸建住
宅の販売や土地だけの販売も行います。

不動産売買仲介事業 他者所有の不動産の売買仲介を行います。

不動産賃貸事業

不動産賃貸仲介事業 他者所有の不動産の賃貸の仲介を行います。

不動産管理受託事業 他者所有の不動産の賃貸管理業務を受託します。

自社不動産賃貸事業 当社所有の不動産の賃貸を行います。

不動産関連事業

リフォーム事業 顧客が所有する不動産の各種リフォーム工事を請負います。

保険代理店事業 住宅等の火災保険等の代理店販売を行います。

その他事業 介護福祉事業
主に介護福祉に関する用品販売等、器具レンタル、シル
バー・リフォーム(注２)工事の請負を行います。

 

(注) １．リフレッシュ・リフォームとは、住宅の内外装やキッチン、バス、トイレ等の水回り設備において経年劣化

や部材の陳腐化等により修繕する箇所を改装・改良することを指します。

２．シルバー・リフォームとは、住宅の内外装や設備において住まわれている方が高齢、加齢又は身体の障害に

より使用困難になった箇所を改装・改良することを指します。

３．平成29年６月１日で、不動産関連事業のネットショッピング事業は、廃止いたしました。
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以上述べた事項を事業系統図で示すと次のとおりであります。

●不動産売買事業

 

 

●不動産賃貸事業
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●不動産関連事業

 

 

●その他事業
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４ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

 

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成30年５月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

133 38.5 5.3 4,524,900
 

 

セグメントの名称 従業員数(名)

不動産売買事業 95

不動産賃貸事業 13

不動産関連事業 3

その他事業 5

全社(共通) 17

合計 133
 

(注) １．従業員数は就業人員数であります。なお、当社から社外への出向者、社外から当社への受入出向者はおりま

せん。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社(共通)は、管理部門及び内部監査室に所属している従業員であります。

４．平均臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。

 

(2) 労働組合の状況

当社の労働組合は、結成されておりませんが、労使関係は良好であります。
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第２ 【事業の状況】

　

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1) 経営の基本方針及び経営環境

①営業地域の拡大

当社は、当社を取り巻く事業環境について、国内で少子高齢化、地方から都市部への人口集中及び空き家の増加

といった課題がみられる中で、中古住宅に対する需要が拡大し、中古住宅の取引市場も整備されると考えておりま

す。たとえば、空き家等の再生促進、中古住宅の取引の際における建物状況調査（インスペクション）等が挙げら

れ、一般消費者にとって住宅取得の選択肢として中古住宅の魅力が一層高まると考えられます。

当社の営業エリアは広島県、山口県、福岡県、大分県及び佐賀県であり、首都圏等の三大都市圏に比べると人口

が少なく、人口密度も低い地域ですが、一部の市街地を除いて、戸建住宅が多いという特徴があります。そうした

中で、当社の自社不動産売買事業は８割以上が中古の戸建住宅であります。中古の戸建住宅は、使用状況や周辺環

境により劣化の進行あるいは程度が物件ごとに大きく異なることから、中古マンションに比べてチェックポイント

が多くなり、査定も難しくなります。当社は、社内で中古の戸建住宅の仕入れ、リフォーム、販売及び在庫管理に

関する独自のノウハウを蓄積しておりますので、それらのノウハウを個々の営業員に浸透させることにより、競争

力を維持できるものと考えております。

一方で、当社の営業エリアにおける人口動態は一部の地域を除いて、いずれも減少傾向にあります。そこで、当

社は、第１次中期経営計画の中で、中国地方と九州地方の中古住宅再生ＮＯ．１企業を目指すことを掲げて、店舗

を増やすことにより、そうしたマイナス要因をカバーしてまいります。具体的には、既存店舗の周辺地域に新規出

店（いわゆるドミナント出店）をしてまいります。今後も出店候補地域に対するマーケットリサーチを綿密に実施

して、出店の可否を判断してまいります。また、店舗拡大のためには、新たな店長やスタッフが必要となるため、

店長候補はじめ人材の育成及び採用にも積極的に取り組むとともに人事制度を運用して、公正な評価と報酬への正

当な反映を実現することにより、離職率を低下させ、営業人員100名を目指してまいります。

　

②仕入れの強化及び販売価格の方針

当社の自社不動産売買事業においては、顧客ニーズに合った立地の中古住宅を多く仕入れることが重要でありま

す。しかしながら、中古住宅を売却する理由は、家族構成の変化や資金事情等、様々な事情があって、秘匿性の高

い場合も少なくありません。そうした情報をいち早く得ることが仕入れのポイントでもあります。そこで、各営業

地域において、同業他社、金融機関、取引先等の情報ネットワークを強化するとともに直接、中古住宅の保有者か

らの情報を得るため、テレビコマーシャルや広域チラシ等の広告やウェブサイトを活用する方針であります。

また、当社は、中古住宅を仕入れる際に、地域の取引相場等をもとに販売価格を想定したうえで仕入れているた

め、仕入価格の見極めが当社にとって業績を大きく左右する重要な要因となります。当社では、仕入れに際して、

担当者だけでなく様々な視点から意見を集めるとともに、参考資料として近隣の相場情報、取引実績及び環境等も

考慮しております。今後も、地域の特性、取引実績等に関する情報をさらに蓄積して、データベースの構築と情報

の共有を一層進めてまいります。

　

③財務基盤の強化

当社は、既存の営業エリアに加えて周辺地域でも積極的に中古住宅を仕入れて、品ぞろえを強化していることか

ら、獲得した利益だけでは仕入資金を賄えないことがあります。そこで、中古住宅の仕入資金については、借入金

も大いに活用しております。

一方で、リーマンショック等の不測の事態は予見することが難しく、その影響も測定が困難であります。した

がって、そうした不測の事態にも耐えられるだけの財務体質を構築することが必要であり、第１次中期経営計画で

は、自己資本比率を60％以上に保つことを目標としております。取引金融機関からの信用力向上、直接金融を含め

た資金調達の多様化も検討してまいります。

　

(2) 目標とする経営指標

当社は、従前から、最も重要な経営指標として売上高経常利益率を重視して、目標値として10％を設定しておりま

したが、第１次中期経営計画においては、売上高経常利益率に連動している売上高当期純利益率を要素に持っている

ＲＯＥについて15％以上を目標値としております。

これは、株主資本が株主様の持ち分であり、それに対する利益率を目標とすることで、株主様の視点を重視してい

くことに加え、ＲＯＥの要素である総資産回転率を高水準に維持することも重要であると認識しているためです。
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当社の主力事業である自社不動産売買事業においては、１件当たりの仕入価格及びリフレッシュ・リフォーム工事

の費用が主要な原価であり、これらの売上原価の低減に努める方針であります。また、販売費及び一般管理費につい

ては、営業員の人件費、販売及び仕入れのための広告宣伝費が主要な費用であり、そうした費用について、効果を見

極めてまいります。さらに、自社在庫の維持費用を抑制すべく総資産回転率に注視してまいります。これらの数値が

反映された結果として、ＲＯＥの目標値を15％以上と設定しております。

　

(3) 対処すべき課題

今後の当社を取り巻く経営環境を展望すると、人口の減少や少子高齢化の影響から空き家が増加すると予想されま

す。政府は、「いいものを作って、きちんと手入れして、長く使う」社会に移行することが重要であるとして、中古

住宅市場の活性化に向け、「安心Ｒ住宅」制度を創設する等、中古住宅市場の環境整備を進めています。こうした政

府の後押しにより、今後、不動産の流通市場及び住宅リフォーム市場は拡大することが期待されております。

かかる状況下で、当社は中国地方と九州地方の中古住宅再生Ｎｏ．１企業を目指し、2017年９月25日に2020年５月

期までの第１次中期経営計画を策定し、経営ビジョンを明確化いたしました。その中で、当社は、重点成長基盤とし

て、営業体制強化、出店拡大、人材育成、コーポレート・ガバナンス体制整備を挙げており、計画の達成に向け、引

き続き積極的な事業展開を図ってまいります。

なお、対処すべき課題としては、次のものがあると認識しております。
　

 

① 営業地域の拡大

当社は、現状、広域的な顧客ニーズに十分に応えられていないことが課題であると認識しております。

この課題を克服するために、当社は、第１次中期経営計画との連動を図りつつ、既存店舗の延長地域へ新規出店

するドミナント方式により、営業地域の拡大を図ります。なお、出店に際しては、出店候補地の営業エリアに関す

るマーケットリサーチ、取引実績の積み重ね及び出店計画の精密化、出店作業、事務処理の標準化、出店に必要な

人材の確保及び教育にも努めております。

　

② 販売用不動産仕入の強化

当社は、顧客ニーズに適合する中古住宅の在庫を一層拡充することが課題であると認識しております。

この課題を克服するために、金融機関との良好な関係を維持し、中古住宅の仕入資金を確保いたします。また、

当社は、地域に根ざした事業活動及び広告を通して知名度を高めるとともに、中古住宅の仕入情報の入手を網羅的

かつ早期に行うため、情報ルートである地域同業者等との関係を強化いたします。

　

③ 在庫回転率の維持向上及び有利子負債の抑制

当社の主力事業である自社不動産売買事業においては、中古住宅を仕入れて、リフレッシュ・リフォーム工事を

施した後、商品化し、最終的に販売の契約締結後に決済して引き渡します。当社は、これら一連の期間において、

コストを先行的に負担しており、当該資金の一部を金融機関からの有利子負債で賄っております。また、滞留在庫

が増加した場合は、有利子負債も増加し、財務体質が悪化することとなります。

この課題を克服するために、当社は、保有期間の長期化している中古住宅をリストアップして早期売却を各拠点

に促し、不動産の販売サイクルを管理することにより、有利子負債の抑制に努めております。

なお、第１次中期経営計画では、自己資本比率60％以上を維持することを明確にしております。

　

④ 政府の施策への対応

当社は、政府が中古住宅の流通促進に向けて、市場の整備を目指していることに鑑み、中古住宅に関する情報の

透明性の向上、中古住宅の評価方法の改善及び中古住宅の耐久に関する信頼性の向上に向けた取組みをなお一層強

化する必要があると考えております。

よって、当社は、顧客が求める情報提供に努めるとともに、顧客の満足度のさらなる向上に繋がるような従業員

教育、組織・体制作りに注力してまいります。これに関し、当社と取引いただいた顧客へのアンケートや、顧客か

らのクレームの報告体制の整備等を通じて、顧客のご要望の把握に努めてまいります。
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⑤ その他事業の充実

当社は、その他事業（介護福祉事業）において、顧客の多様なニーズに応えようとしておりますが、まだ事業基

盤がぜい弱であると認識しております。

この課題を克服するために、介護福祉事業においては、利便性や安全性の高い商品の品ぞろえ、シルバー・リ

フォームの提案力の強化、新たな取引先の開拓等に努めてまいります。

　

⑥ 人材の確保と育成

当社は、今後の事業拡大に合わせ、優秀な人材を継続的に確保し、育成することが最も重要であると認識してお

ります。

この課題を克服するために、当社は、社内教育、外部による教育の拡充に加え、業務や営業手法の標準化による

社員の資質向上を図り、社員一人ひとりのレベルアップを図っております。また、福岡支社の開設等により採用活

動をより積極的に行いつつ、人事制度を適宜改善して従業員の意欲を高めるとともに、将来の店長・課長の育成の

仕組みを適宜改善すること等により事業拡大に合わせた組織体制を構築できるよう努めてまいります。また、時差

出勤の導入や有給休暇の取得率向上に向けたキャンペーンを実施する等して、職場環境がより働きやすいものとな

るよう努めてまいります。

また、人材の定着及び優秀な人材の確保を目的として、平成30年６月に退職金制度を導入しました。

　

⑦ コーポレート・ガバナンスの充実

当社の継続的な事業の発展及び信頼性の向上のためには、コーポレート・ガバナンスの充実に取り組むことが重

要であると認識しております。

この課題を克服するために、当社は、強固な内部管理体制の構築とコンプライアンスの強化に取り組んできまし

た。

まず、強固な内部管理体制の構築については、自浄能力の向上と組織内における内部牽制のさらなる機能強化が

課題であるとの認識のもと、部署内でのチェックの精度を高めて自浄能力を向上させることに加え、内部監査室及

び管理部が牽制的な機能を発揮することに引き続き努めております。なお、業務の効率化と管理機能の強化を図る

べく、業務基幹システムを一新する計画に着手しました。また、社外取締役による助言及び監督や監査役による監

査も当社における内部管理体制の重要な機能を果たしているところ、社外取締役及び監査役は業務執行取締役らと

面談する等して情報を収集し、実効的な監督、監査に引き続き努めております。

次に、コンプライアンスの強化については、当社は、社内規程を随時見直すとともに、定期的な倫理・コンプラ

イアンス研修に加えて、集合研修におけるコンプライアンスプログラムを実施しているほか、時期を捉えて社内に

通達等を行い、各事業の取引の健全性の確保、情報共有、再発防止策を実施しております。また、内部通報制度を

誰でも気軽に利用できるよう整備しているほか、社内啓蒙活動及び内部監査を通して、社内規程の周知徹底に努め

るとともに、社外取締役、監査役及び顧問弁護士等からの指摘を基に社内規程を適宜見直して、内容の陳腐化を防

いでおります。

今後もさらなるコーポレート・ガバナンスの充実を図るべく、最善の経営体制を目指して改善してまいりたいと

考えております。

なお、コーポレートガバナンス・コードは、上場企業に対し、攻めのガバナンスを通して、より一層の株主重視

の経営及び体制強化を促すとともに企業の進化を目指しているものであります。当社は、第１次中期経営計画で明

示したとおり、その趣旨に沿ってコーポレート・ガバナンスの充実とともに企業価値の向上及び株主還元の拡充に

向け取り組み、実効性の高いコーポレート・ガバナンス体制の構築に引き続き努めております。　
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２ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、次のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。
　

(1) 事業環境について

① 顧客の購入意欲について

当社の不動産売買事業においては、景気、金利、地価、税制及び政策等によって、中古住宅に対する顧客の

購入意欲が大きく左右されます。

当社においては、需要の高い不動産をタイムリーに提供できるようにするために、これらの外部動向につい

て分析を行い、あわせて地域の特性と需要に応じた不動産のタイムリーな仕入れ、魅力ある中古住宅にするた

めのリフレッシュ・リフォーム工事、顧客の購入意欲を喚起する広告宣伝及び営業活動を行っております。

しかしながら、今後の景気の悪化、所得の低下、金利の上昇、地価の上昇、税制及び政策の変更等があった

場合は、顧客の購入意欲の減退につながり、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

② 競合について

当社の不動産売買事業は、仕入れや販売に関する当社独自のノウハウこそあるものの、技術の独自性等に基

づくものではないため、参入障壁は高くありません。特に景気の低迷や節約志向が拡大傾向にある経済環境に

おいては、当社と類似する事業を展開する同業他社が増加する可能性があります。

当社は、中古住宅のリフレッシュ・リフォーム、仕入れの見極め等、様々なノウハウの蓄積に努め、マニュ

アルとしてまとめております。また、中国地方及び九州地方において中古住宅等の取引の実績も積み重ねて、

人脈や情報ネットワークを構築してまいりました。

しかしながら、競合他社の参入に伴い、差別化のための各種方策等が必要になった場合、または、当社の提

供する不動産に競争力がないと顧客が判断した場合は、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性が

あります。

 

③ 販売用不動産の仕入れ及び工事原価について

当社の自社不動産売買事業においては、顧客ニーズの高い立地の不動産を、安価かつ安定的に仕入れること

が重要となります。

当社においては、中古住宅の売却情報を同業他社、金融機関及び取引先等のルートで入手しており、今後も

これらのネットワークを拡大及び強化する方針であります。あわせて、テレビコマーシャル等の宣伝媒体を通

して一般の方からも直接に中古住宅の売却情報を得られるよう努めております。また、リフレッシュ・リ

フォームにおいても、キッチン、バス、トイレ等の水回り設備を除き、可能な範囲で既設部分の再利用を提案

することで、低価格化を実現しております。

しかしながら、競争激化や経済環境の変化に伴う仕入価格の上昇、建材価格の上昇等があった場合、あるい

は当社の再生基準に適合する中古住宅を十分に確保できなかった場合は、当社の経営成績及び財政状態に影響

を及ぼす可能性があります。

 
④ 販売用不動産及び仕掛販売用不動産等について

当社の自社不動産売買事業においては、中古住宅等を仕入れておりますが、常に一定規模のたな卸資産を所

有しております。当事業年度末の総資産に占める販売用不動産及び仕掛販売用不動産等の割合は、73.2％と

なっております。

当社においては、今後も、店舗網の拡充に伴い、仕入れの積極的な拡大を推進してまいりますが、並行し

て、中古住宅等の在庫管理をより高度化するとともに販売力の強化も推進することにより、引き渡しまでに要

する期間を短縮し、需給バランスに配慮した在庫回転率の向上に努めていく方針であります。

しかしながら、経済環境の変化等により期限までに引き渡しできなかった場合、または、顧客の住宅ローン

審査の結果、引き渡しができなかった場合は、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。
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⑤ 工事協力会社について

当社の自社不動産売買事業においては、各店舗の地域ごとに、当社が設定した一定の技術水準を満たす工事

協力会社を選定し、リフレッシュ・リフォーム工事を発注しております。また、実際のリフレッシュ・リ

フォーム工事においては、工事協力会社と当社との間で打合せや報告により、厳格な品質管理及び工程管理を

実現しております。さらに、工事協力会社の代替を可能にするため、キッチン等の住宅設備については同一の

規格品を使用しております。

しかしながら、今後の営業地域の拡大や取り扱い物件の増加等に伴い、工事協力会社をタイムリーに確保が

できなかった場合、または、工事協力会社の倒産等が発生した場合は、代替業者との調整に伴う工事遅延等が

発生し、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑥ 瑕疵担保責任について

当社の自社不動産売買事業においては、宅地建物取引業法及び住宅の品質確保の促進等に関する法律の規定

に基づき、中古住宅については引き渡し後２年間、新築住宅については引き渡し後10年間の瑕疵担保責任を

負っております。

当社においては、仕入れの時に入念な現況調査を行い、基礎部分で致命的な欠陥がある等、再生に適さない

と判断した場合には買取の対象から除外する、あるいは建屋を解体して平地にすることにより、当社の提供す

る中古住宅の品質を一定に維持しております。また、リフレッシュ・リフォーム施工時においては、法定水準

を満たすような厳格な品質管理を実施しております。

しかしながら、引き渡し後の不動産に何らかの瑕疵があった場合は、当社の経営成績及び財政状態に影響を

及ぼす可能性があります。

 

⑦ 自然災害等について

当社の自社不動産売買事業においては、台風や地震等の自然災害等により中古住宅の購入に対する顧客の購

入意欲が減退する可能性、あるいは引き渡し前の中古住宅が破損または倒壊する恐れがあります。

当社は、地域拡大による収益規模拡大を図る方針の下、中国地方及び九州地方に出店しております。現在、

店舗を構える山口県、福岡県、佐賀県及び広島県については、比較的地震が少ない地域ですが、大分県等につ

いては、前述の４県に比べて地震の多い地域であり、地震保険料率も一段階高くなっております。当社の取得

した中古住宅については、昭和56年６月以降に建築された物件であっても必要に応じて補強工事を行い耐震性

能を高めております。

また、当社の営業エリアでは、台風や豪雨といった気象災害による損失が発生する場合がありますので、損

害保険による補償により当該損失を抑制しております。

しかしながら、今後当社の営業地域において不測の自然災害が発生した場合は、当社の経営成績及び財政状

態に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑧ 有利子負債への依存と資金調達について

当社の自社不動産売買事業においては、常に仕入代金の支払いが販売代金の入金より先行しますが、当該仕

入資金は、主に金融機関からの借入により調達しております。なお、当事業年度末の総資産額に占める有利子

負債の割合は、24.0％となっております。

当社においては、事業運営に応じた機動的な調達という観点から、また、不動産に関する情報収集といった

副次的な観点からも、金融機関からの借入を今後も継続していく方針であり、金融機関との良好な関係を構築

しております。一方で金融機関への依存リスクや金利変動リスクにも、配慮していく必要があると認識してお

り、第一次中期経営計画においても、60％以上の自己資本比率を維持することを目標としております。

仮に、金融環境の変化に伴い、支払利息の負担が増加し、借入による調達がタイムリーに行えない場合は、

当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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(2) 法令等について

① 法的規制や免許・許認可事項について

当社の各セグメントにおいては、以下のような法令等に基づいて事業を運営しており、これらの法的規制を

受けております。

セグメントの名称 主な適用法令

不動産売買事業

宅地建物取引業法、都市計画法、不当景品類及び不当表示防止法、不動産の表示に関する公

正競争規約、住宅の品質確保の促進等に関する法律、下請法、個人情報の保護に関する法

律、犯罪による収益の移転防止に関する法律等

不動産賃貸事業
宅地建物取引業法、不当景品類及び不当表示防止法、不動産の表示に関する公正競争規約、

マンション管理の適正化の推進に関する法律、下請法、個人情報の保護に関する法律等

不動産関連事業
建築士法、建設業法、住宅の品質確保の促進等に関する法律、保険業法、特定商取引に関す

る法律、外国為替及び外国貿易法、下請法、個人情報の保護に関する法律等

その他事業
介護保険法、特定商取引に関する法律、不当景品類及び不当表示防止法、下請法、個人情報

の保護に関する法律等
 

 
当社においては、これらの法令等の遵守のために、朝礼でのコンプライアンス重視の考えの唱和、関連する

社内規程の整備、社内勉強会の実施や社外研修制度の活用、内部監査室や監査役による法令遵守の確認に加

え、内部通報制度の運用等、積極的なコンプライアンス活動に取り組んでおります。

なお、当社の不動産売買事業においては、事業活動を推進するに際して、以下のとおり、宅地建物取引業法

に定める宅地建物取引業免許、建設業法に定める一般建設業許可を得ております。前者においては、一定人数

の資格取得者の登録義務等が許可要件として定められており、後者においては、専任技術者の設置等が許可要

件として定められております。

 
免許、登録等の別 番 号 有効期間 取消条項

宅地建物取引業免許
国土交通大臣

(５)第5407号

自 平成25年11月９日

至 平成30年11月８日

宅地建物取引業法

第66条及び第67条

一般建設業許可
山口県知事許可

(般－28)第14622号

自 平成29年３月27日

至 平成34年３月26日

建設業法

第３条
 

 
当社におきましては、過去において、これら許可要件の欠格事実はありません。

しかしながら、今後これらの法令等の改正や新たな法令等により規制強化が行われた場合、何らかの事情に

より法令遵守ができなかった場合、または、今後何らかの事情により、免許、許可及び登録の取り消し処分が

発生した場合は、事業活動に大きく影響して、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

② 個人情報の管理について

当社の事業活動全般においては、仕入先、顧客（潜在顧客含む。）等に関して、住所、氏名等の個人情報を

多く有しております。

当社においては、個人情報の保護に関する法律に従い、個人情報の管理に関する社内規程を整備し、当該規

程に沿って情報の一元管理を図るとともに、電子記録媒体に対する使用を制限する等により、漏えい防止策に

取り組んでいるほか、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（いわゆるマ

イナンバー法）等に基づき、社内規程及び基本方針を整備して、マイナンバーを取り扱う担当者及び機種等を

厳しく限定したうえで、漏えい防止に取り組んでおります。

しかしながら、不測の事態により、当社が保有する個人情報が外部へ漏えいした場合、あるいはマイナン

バー制度において適切な対応ができない場合は、当社の信用の毀損や対応コストの負担につながり、当社の経

営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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③ 訴訟等について

当社は、現時点において業績に重要な影響を及ぼす訴訟を提起されている事実はありません。

当社においては、顧客等との間でトラブルが発生した場合、担当者からリスク情報の報告を受けて、訴訟の

可能性を事前に把握するよう努め、これら情報を顧問弁護士と共有することにより、迅速な対応を心がけてお

ります。

しかしながら、販売した不動産における瑕疵や債権未回収等の権利関係をめぐった顧客等との間でトラブル

が発生した場合、または、リフレッシュ・リフォーム工事期間中に近隣からの騒音クレーム等が発生した場合

は、これらに起因する訴訟が発生し、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 
(3) その他

① 人材の確保と育成について

不動産業界の競争激化の中で業績拡大を図るためには、専門的なスキルを持つスペシャリスト、全体を統括

できるマネージャーの確保が重要であると考えております。

当社においては、これらの人材を確保するため、中途・新卒採用の強化、教育研修の充実を推進しておりま

す。また、人事制度を通して、公正な評価と報酬への正当な反映を実現するとともに、時差出勤及び有給休暇

取得キャンペーンの推進等、職場環境の改善に努め、退職金制度を導入する等、福利厚生や待遇の充実を図っ

ております。これらの施策によりモラールの向上及び退職者数の抑制に努めているほか、採用担当者を置いて

より多くの優秀な人材を採用する等の体制強化を図っております。また、各種研修を通じて従業員の能力向上

及び知識の蓄積を図るとともに話し合い等を通して、現場における問題意識の共有にも努めております。

しかしながら、一定の採用ができなかった場合、教育研修の効果が十分でなかった場合、多くの人材の社外

流出が発生した場合は、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

② 特定人物への依存について

当社代表取締役社長である荻野利浩は、当社創業者であり、平成30年５月31日時点において筆頭株主として

発行済株式総数2,712,400株（うち自己株式は460株）に対し1,288,400株(持株比率47.50％)を所有し、最高経

営責任者として経営方針や経営戦略の決定等、当社の事業活動上の重要な役割を果たしております。

当社においては、同人に対して過度に依存しないよう、合議制や権限移譲を推進することにより意思決定の

合理化を図るとともに、経営管理ツールの導入を進めております。

しかしながら、現時点において、同人が何らかの理由により経営者として業務を遂行できなくなった場合

は、当社の業務推進及び業績に影響を及ぼす可能性があります。
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３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

当事業年度における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下、「経営成績等」という。）の状

況の概要は次のとおりであります。

①財政状態及び経営成績の状況

ア）財政状態について

当事業年度末における総資産は4,257,791千円となり、販売用不動産の増加等によって前事業年度末に比べ

698,019千円増加しました。

当事業年度末における負債合計は1,637,215千円となり、借入金等の増加によって前事業年度末に比べ

364,959千円増加しました。

当事業年度末における純資産合計は2,620,575千円となり、当期純利益の計上によって前事業年度末に比べ

333,059千円増加しました。

 
イ）経営成績について

当事業年度におけるわが国経済は、輸出が持ち直しているうえ、企業収益が改善していることから設備投資

が緩やかに拡大しております。個人消費も雇用情勢が着実に改善していることから、上向いております。わが

国経済は全体として緩やかに回復の傾向にあります。

当社が属する不動産業界におきましては、国土交通省の調査「主要都市の高度利用地地価動向報告」（平成

30年６月公表）によれば、平成30年第１四半期（平成30年１月１日～平成30年４月１日）の主要都市・高度利

用地100地区の地価動向は、平成29年第４四半期（平成29年10月１日～平成30年１月１日）に比べ、91地区が上

昇しました。

中古住宅の流通状況については、公益社団法人西日本不動産流通機構（西日本レインズ）に登録されている

物件情報の集計結果である「市況動向データ」の直近の調査（平成30年６月公表）によると、当社の営業エリ

アである中国地方における平成29年６月から平成30年５月までの戸建住宅の流通件数は、前年同期間に比べて

2.9％増加いたしました。九州地方における平成29年６月から平成30年５月までの戸建住宅の流通件数は、前年

同期間に比べてほぼ横ばいでした。

このような環境の中、当社は、平成30年２月に苅田店（福岡県京都郡苅田町）を出店する等、主力事業であ

る不動産売買事業に注力いたしました。

この結果、当事業年度の売上高は6,640,182千円（前期比8.7％増）となり、売上高の増加によって営業利益

は583,298千円（同7.6％増）、経常利益は581,538千円（同8.2％増）、当期純利益は393,275千円（同3.7％

増）となりました。

なお、事業別の業績は、次のとおりであります。

　

（a）不動産売買事業

自社不動産売買事業については、テレビコマーシャルを一新して営業エリアで積極的に放映し、中古住宅の

仕入れを強化しました。販売においては、当社のウェブサイトの不動産情報の更新頻度を高める等、集客力の

向上を図りました。これらにより、自社不動産の販売件数は389件（前事業年度比20件増）となり、売上高も

前事業年度を上回りました。

不動産売買仲介事業については、各拠点で不動産の売買情報の収集に注力したことにより、仲介件数が前事

業年度を上回って、仲介手数料は前事業年度を上回りました。

これらの結果、不動産売買事業の売上高は、6,349,064千円（前期比10.6％増）となりました。また、営業

利益は、売上高の増加により、857,558千円（同6.6％増）となりました。

 

（b）不動産賃貸事業

不動産賃貸仲介事業については、賃貸仲介件数の減少により賃貸仲介手数料が前事業年度を下回り、売上高

は前事業年度を下回りました。

不動産管理受託事業については、不動産の管理料が前事業年度並みにとどまったものの、請負工事額が前事

業年度を上回ったことから、売上高は前事業年度を上回りました。

自社不動産賃貸事業については、売上高は前事業年度を上回りました。

これらの結果、不動産賃貸事業の売上高は、142,419千円（前期比1.9％増）となりました。また、営業利益

は、売上高が増加したものの、24,158千円（同1.7％減）となりました。
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（c）不動産関連事業

保険代理店事業については、不動産売買事業における自社不動産売買事業の販売件数が増加したことに加

え、付保率が向上したことから、売上高は前事業年度を上回りました。

ネットショッピング事業については、平成29年６月１日をもって事業を廃止しました。

これらの結果、不動産関連事業の売上高は、60,962千円（前期比37.5％減）となりました。また、営業利益

は、売上高が減少したものの、31,673千円（同245.9％増）となりました。

 
（d）その他事業

介護福祉事業については、請負工事高が前事業年度を下回ったことに加え、介護用品の販売及びレンタルの

売上高が前事業年度を下回ったことから、売上高は前事業年度を下回りました。

これらの結果、その他事業の売上高は、87,735千円（前期比33.9％減）となりました。また、売上高の減少

により、4,512千円の営業損失（前期は営業利益4,219千円）となりました。

 
②キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、たな卸資産が増加したものの、税引前

当期純利益581,538千円(前期比8.2％増)を計上したことに加え、短期借入金及び長期借入金の増加等により、前

事業年度末に比べ8,739千円増加し、当事業年度末には337,374千円となりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況及び増減の要因は、次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により使用した資金は133,189千円(前期は73,153千円の使用)となりました。これは主に、税引前当

期純利益581,538千円を計上したものの、たな卸資産の増加額589,176千円及び法人税等の支払額165,495千円に

よるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により使用した資金は77,665千円(前期は59,151千円の使用)となりました。これは主に、有形固定資

産の取得による支出61,559千円によるものであります。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により獲得した資金は219,595千円(前期は41,116千円の獲得)となりました。これは主に、短期借入

金の増加額230,000千円に加え、長期借入れによる収入300,000千円によるものであります。

 
③生産、受注及び販売の状況

ア） 生産実績

当社が営む不動産売買事業、不動産賃貸事業、不動産関連事業及びその他事業では生産実績を定義すること

が困難であるため、「生産実績」は記載しておりません。
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イ） 仕入実績

当事業年度における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称

当事業年度
(自 平成29年６月１日
至 平成30年５月31日)

仕入高(千円) 前期比(％)

不動産売買事業 3,434,938 21.5

不動産賃貸事業 13 △79.9

不動産関連事業 2,099 △92.5

その他事業 49,822 △38.6

合計 3,486,873 18.7
 

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．仕入が発生する不動産売買事業の自社不動産売買事業、不動産賃貸事業の不動産管理受託事業、不動産

関連事業のリフォーム事業、その他事業の介護福祉事業について、仕入高を記載しております。

３．不動産売買事業の仕入高は、中古住宅等の仕入が主な項目となります。当事業年度は中古住宅等を積極

的に仕入れたことにより増加いたしました。

４．不動産賃貸事業の仕入高は、物品販売における仕入が主な項目となります。当事業年度は物品販売の減

少により大幅に減少しました。

５．不動産関連事業の仕入高は、請負工事の材料仕入が主な項目となります。当事業年度はネットショッピ

ング事業を平成29年６月１日に廃止したことにより仕入高は大幅に減少しました。

６．その他事業の仕入高は、介護福祉事業の物品販売の仕入が主な項目となります。当事業年度は物品販売

の減少により減少しました。

　

ウ） 受注実績

不動産売買事業においては、受注販売を行っておりませんので、受注実績は記載しておりません。

不動産賃貸事業の不動産管理受託事業、不動産関連事業のリフォーム事業及びその他事業の介護福祉事業に

おいて受注販売を行っておりますが、いずれも受注から売上高計上まで期間が短期であるため、「受注実績」

は記載しておりません。

 

エ） 販売実績

当事業年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称

当事業年度
(自 平成29年６月１日
至 平成30年５月31日)

売上高(千円) 前期比(％)

不動産売買事業 6,349,064 10.6

不動産賃貸事業 142,419 1.9

不動産関連事業 60,962 △37.5

その他事業 87,735 △33.9

合計 6,640,182 8.7
 

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．主たる販売先は不特定多数の一般消費者であり、相手先別販売実績の総販売実績に対する割合が100分

の10以上の販売先はありません。

３．不動産売買事業の販売高は、中古住宅等の販売が主な項目となります。

４．不動産賃貸事業の販売高は、不動産賃貸仲介手数料、不動産賃貸物件の管理料、賃貸物件の賃貸収入等

が主な項目となります。

５．不動産関連事業の販売高は、不動産の火災保険料の代理店手数料が主な項目となります。当事業年度は

ネットショッピング事業を平成29年６月１日に廃止したことにより販売高は大幅に減少しました。

６．その他事業の販売高は、介護福祉事業の物品販売が主な項目となります。当事業年度は物品販売の減少

により減少しました。

 

オ）不動産売買事業の地域別販売実績
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当事業年度における不動産売買事業の地域別の販売実績を自社不動産売買事業と不動産売買仲介事業に分け

て示すと、次のとおりであります。
　

 

当事業年度
(自 平成29年６月１日
至 平成30年５月31日)

売上高(千円) 構成比(％) 前期比(％)

 山口県 自社不動産売買事業 1,763,891 27.7 △1.6

中  不動産売買仲介事業 162,146 2.6 13.2

  ６店舗計 1,926,038 30.3 △0.5

国 その他 自社不動産売買事業 124,074 2.0 △20.9

  不動産売買仲介事業 13,208 0.2 △19.8

地  １店舗計 137,282 2.2 △20.8

 合計 自社不動産売買事業 1,887,965 29.7 △3.1

方  不動産売買仲介事業 175,354 2.8 9.8

  ７店舗計 2,063,320 32.5 △2.1

 福岡県 自社不動産売買事業 3,316,184 52.2 17.8

九  不動産売買仲介事業 123,181 1.9 0.7

  10店舗計 3,439,366 54.1 17.1

州 その他 自社不動産売買事業 834,927 13.2 23.4

  不動産売買仲介事業 11,449 0.2 △34.2

地  ２店舗計 846,377 13.4 22.0

 合計 自社不動産売買事業 4,151,112 65.4 18.9

方  不動産売買仲介事業 134,631 2.1 △3.7

  12店舗計 4,285,744 67.5 18.0

全店 自社不動産売買事業 6,039,078 95.1 11.0

  不動産売買仲介事業 309,986 4.9 3.5

  全19店舗計 6,349,064 100.0 10.6
 

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．自社不動産売買事業の販売高は、中古住宅等の販売が主な項目となります。

３．不動産売買仲介事業の販売高は、不動産売買仲介手数料が主な項目となります。
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(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

① 重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。

この財務諸表の作成に当たりまして、経営者の判断に基づく会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用

の報告金額及び開示に影響を与える見積りが必要となります。これらの見積りについては、過去の実績等を勘案

し合理的に判断しておりますが、実際の結果は見積りによる不確実性のため、これらの見積りとは異なる場合が

あります。

詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １ 財務諸表等 (1) 財務諸表 注記事項 重要な会計方針」に記

載しております。

 

② 財政状態に関する分析

ア）資産

当事業年度末における総資産は4,257,791千円となり、前事業年度末に比べ698,019千円増加しました。流動

資産は3,690,386千円となり、前事業年度末に比べ608,325千円増加しました。これは主として、販売用不動産

の増加額450,411千円及び仕掛販売用不動産等の増加額138,376千円等によるものであります。固定資産は

567,405千円となり、前事業年度末に比べ89,694千円増加しました。これは主として、土地の増加額37,085千

円及び長期前払費用の増加額43,024千円によるものであります。

 

イ）負債

流動負債は1,231,034千円となり、前事業年度末に比べ280,288千円増加しました。これは主として、短期借

入金の増加額230,000千円に加え、買掛金の増加額50,775千円によるものであります。固定負債は406,181千円

となり、前事業年度末に比べ84,671千円増加しました。これは主として、長期借入金の増加額85,406千円によ

るものであります。

 

ウ）純資産

純資産は2,620,575千円となり、前事業年度末に比べ333,059千円増加しました。これは主として、当期純利

益の計上額393,275千円によるものであります。

以上の結果、自己資本比率は、前事業年度末の64.3％から61.5％となりました。

 

③ 経営成績に関する分析

ア）売上高及び営業利益

売上高は、自社不動産売買事業における販売件数が389件と前事業年度の369件を上回ったことから、

6,640,182千円(前期比8.7％増)となりました。増加の要因としては、中古住宅等を積極的に仕入れて品ぞろえ

を強化したこと、販売用不動産等の情報の更新頻度を高める等、インターネットを活用して集客力を向上させ

たこと、平成29年４月に出店した飯塚店（福岡県飯塚市）が売上高に寄与したこと及び自社不動産の販売単価

が上昇したことが挙げられます。また、販売単価も1,537万円と2,000万円以上の高額物件が増加したこと等か

ら前事業年度を4.8％上回りました。

売上総利益は、原価率の上昇から売上原価が4,595,881千円（同9.1％増）となったものの、不動産売買事業

等の売上高の増加により、2,044,301千円(同7.9％増)となりました。販売費及び一般管理費は従業員の増加等

により、人件費が増加したことに加え、租税公課及び広告宣伝費等が増加したことから、1,461,002千円(同

8.0％増)となりました。

以上の結果、営業利益は583,298千円（同7.6％増）となりました。

 
イ）営業外損益及び経常利益

営業外損益(純額)は、1,760千円の損失(前期は4,623千円の損失)となりました。これは、金利低下により支

払利息が減少したうえ、前期に計上のなかった違約金収入及び助成金収入を計上したためであります。

以上の結果、経常利益は581,538千円(前期比8.2％増)となりました。

　

ウ）特別損益及び税引前当期純利益
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特別利益及び特別損失は、計上しておりません。

以上の結果、税引前当期純利益は581,538千円(同8.2％増)となりました。

　

エ）法人税等(法人税等調整額を含む)

法人税等は、税引前当期純利益の大幅な増加により、法人税、住民税及び事業税が195,033千円と前事業年

度に比べ32,917千円増加しましたが、法人税等調整額が△6,770千円と前事業年度に比べ3,050千円減少したこ

とから、188,262千円(前期比18.9％増)となりました。

　

オ）当期純利益

以上の結果、当期純利益は393,275千円(前期比3.7％増)となりました。これにより１株当たり当期純利益金

額は145.01円(同3.7％増)となりました。なお、当社は平成29年６月１日付で普通株式１株につき２株の株式

分割を行いましたが、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益金額を算

定しております。

　

④経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な達成・進捗状況

当社は平成29年９月に第１次中期経営計画を策定し、2020年５月期を最終年度として売上高・利益計画及び指

標目標値を設定いたしました。その内容は次のとおりであります。

売上高・利益計悪
2020年５月期目標値

（a）
当事業年度実績

（b）
進捗状況

（b）÷（a）

売上高（千円） 7,800,000 6,640,182 85.1％

経常利益（千円） 740,000 581,538 78.6％

税引後当期純利益（千円） 500,000 393,275 78.7％

自社不動産販売件数（件） 500 389 77.8％

指標目標値    

自己資本比率 60％以上 61.5％ －

ＲＯＥ（株主資本利益率） 15％以上 16.0％ －

ＤＯＥ（株主資本配当率）
2.5％を維持、

3.0％以上を目標
2.5％ －

 

売上高・利益計画について、当事業年度の進捗状況は想定の範囲内でありました。当社は、最終年度の達成に

向けて不動産売買事業を軸にして、営業員の強化及び出店エリアの拡大を進めてまいります。

また、指標目標値について、当事業年度は３項目とも達成いたしました。今後もこれらの指標目標値を達成で

きるよう滞留在庫の抑制、販売期間の短縮等を進めてまいります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べて8,739千円増加（前期比2.7％増）し、337,374千円となりまし

た。

当事業年度のキャッシュ・フローの状況及び増減要因につきましては、「第２ 事業の状況　３ 経営者による

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 （1）経営成績等の状況の概要 ② キャッシュ・フ

ローの状況」に記載のとおりであります。当社は積極的に中古住宅等を仕入れた結果、営業キャッシュ・フロー

がマイナスとなり、借入金等の財務活動によるキャッシュ・フローによって補っております。今後の対策とし

て、当社所有の中古住宅の売買回転率の向上及び不動産売買仲介手数料の拡大を通して、営業キャッシュ・フ

ローの改善を図ってまいります。
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(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

①　資金需要

当社は、不動産売買事業の店舗を出店する等の資金需要に加え、収益性及び将来の転売等を視野に入れて収

益物件を取得する必要があると認識しております。これらの資金の必要額は個別には大きくないものの、まと

まると流動性の面で無視できないと考えます。

　

②　財源

上記の資金需要に対する財源としては、利益剰余金に加え、長期・短期の借入金を活用してまいります。当

社は、資金需要に応じて機動的な借り入れができるよう、金融情勢に注意を払いつつ、金融機関と良好な関係

を継続してまいります。

 
(5) 経営成績に重要な影響を与える要因について

① 事業環境について

当社の業績に影響を与える要因として景気、金利、地価、税制及び政策が挙げられますが、政府は空き家問

題という観点からも良質な中古住宅の活用を図るべく、中古住宅の流通市場の整備及びリフォーム市場の活性

化を促進するため、宅地建物取引業法を改正いたしました。

当社は主に築年数20～40年の中古住宅を取り扱っており、これらの中古住宅をリフレッシュ・リフォームし

て、年収300万円前後の一次取得者にリーズナブルな価格で提供しております。これにより、中古住宅が空き

家となるリスクを回避して政府の施策を支援するとともに、建て替え等による廃材の増加を抑えて、環境に優

しく、また一次取得者の方にリーズナブルな価格で住宅を提供して、人に優しい事業を展開しております。

また、物価上昇等によって金利が上昇した場合、ローン金利の負担増加により買主の買い控えが懸念されま

すが、現状においては、物価上昇率が低水準であることに加え、景気回復が緩やかであることから、いまだ金

融緩和策が継続されております。

一方で、アパート建設に対する過剰融資が懸念されていることから、金融政策が変化する可能性があること

に加え、不測の事態により金利が上昇すれば、当社の資金調達に影響を与える可能性があります。当社は、中

古住宅の仕入れの多くを借入金によって賄っているため、金利の負担増加による業績への影響を考慮し、資金

調達方法の多様化を検討しております。また、中古住宅の仕入れ候補を選別する能力を一層高めるとともに販

売用不動産の長期滞留を回避する必要があると考えております。

 

② 法令等について

当社の主たる事業の前提となる宅地建物取引業免許の有効期間は、平成25年11月９日から５年間であり、以

降も継続できるものと考えております。

なお、宅地建物取引業法は平成28年度の改正（一部未施行）により、建物状況調査（インスペクション）に

関する説明について重要事項説明書に記載することが義務化されることになりましたので、今後の施策への影

響が考慮されます。また、不動産業界に影響を与える規制は多岐にわたり、その変更により、当社の業績が影

響を受ける可能性があります。当社は、法令等の改正による規制強化の動向に注視してまいります。

 

③ その他

当社は、人材の重要性に鑑み、新規学卒者及び中途入社者の採用の強化及び研修の充実を推進しております

が、住宅販売の際に必要な資格等の問題もあり、十分な陣容に至っておりません。今後は人材の確保と従業員

の離職防止を実現すべく、給与及び勤務時間等の雇用条件の改善及び福利厚生の充実を実施してまいります。

また、住宅販売の資格取得の研修制度を拡充するとともに営業員向けのマニュアルを整備して、営業力の強化

を図ります。
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４ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

５ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】
当事業年度において実施した設備投資の総額は、66,106千円であります。その主なものは、収益物件の取得、本店

駐車場の拡充、不動産売買事業の店舗の新設及び改装等であります。

 

２ 【主要な設備の状況】
平成30年５月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物
土地

(面積㎡)
その他 合計

本社事務所
(山口県下関市)

不動産売買事業
不動産賃貸事業
不動産関連事業
全社(共通)

店舗
統括業務施設

27,348
50,291
(813.58)

12,408 90,048 39

東武ビル
(山口県下関市)

不動産賃貸事業
不動産関連事業
全社(共通)

賃貸物件
業務施設

29,545
15,591
(398.32)

114 45,251 －

 

(注) １．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．帳簿価額のうち「その他」は、「構築物」、「車両運搬具」、「工具、器具及び備品」及び「リース資産」

の合計であります。

３．平均臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。

４．現在休止中の主要な設備はありません。

５．上記の他、他の者から賃借している主な設備の内容は次のとおりであります。

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容
従業員数
(名)

土地面積
(㎡)

年間賃借料
(千円)

一の宮事務所
(山口県下関市)

不動産賃貸事業 賃貸物件 － 938.00 10,560
 

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000

計 8,000,000
 

（注）平成29年５月２日開催の取締役会決議により平成29年６月１日付で普通株式１株を２株とする株式分割が実施

され、同日付の取締役会で定款の一部変更が決議されたため、発行可能株式総数は4,000,000株増加し、

8,000,000株となっております。

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成30年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年８月31日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,712,400 2,712,400

東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)
福岡証券取引所
(Ｑ－Ｂｏａｒｄ)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であり
ます。なお、単元株式数は100
株であります。

計 2,712,400 2,712,400 ― ―
 

（注）平成29年５月２日開催の取締役会決議により、平成29年６月１日付で普通株式１株を２株に分割しておりま

す。これにより発行済株式総数は1,356,200株増加し、2,712,400株となっております。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年12月19日
(注)１

普通株式
55

普通株式
1,432

Ａ種類株式
55

― 112,760 ― 67,910

平成25年12月24日
(注)２

Ａ種類株式
△55

普通株式
1,432

― 112,760 ― 67,910

平成26年１月27日
(注)３

普通株式
1,000,968

普通株式
1,002,400

― 112,760 ― 67,910

平成26年５月21日
(注)４

普通株式
270,000

普通株式
1,272,400

155,250 268,010 155,250 223,160

平成26年５月28日
(注)５

普通株式
53,000

普通株式
1,325,400

30,475 298,485 30,475 253,635

平成25年６月１日～
平成26年５月31日
(注)６

普通株式
27,300

普通株式
1,352,700

3,903 302,388 3,903 257,538

平成26年６月11日
(注)６

普通株式
3,500

普通株式
1,356,200

500 302,889 500 258,039

平成29年６月１日
(注)７

普通株式
1,356,200

普通株式
2,712,400

― 302,889 ― 258,039
 

(注) １．Ａ種類株主からの取得請求権の行使により、Ａ種類株式55株を取得し、その対価として普通株式55株を割り

当てたことによる増加であります。

２．自己株式(Ａ種類株式)の消却による減少であります。

３．普通株式１株につき700株の株式分割による増加であります。

４. 有償一般募集(ブックビルディング方式による募集)

発行価格     1,250円

引受価額     1,150円

資本組入額     575円

５. 有償第三者割当(オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資)

割当先     　東洋証券株式会社

発行価格     1,250円

引受価額     1,150円

資本組入額     575円

６．新株予約権の行使による増加であります。

７．普通株式１株につき２株の株式分割による増加であります。
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(5) 【所有者別状況】

平成30年５月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数 100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 4 14 35 7 2 3,923 3,985 ―

所有株式数
(単元)

― 594 305 1,116 1 276 24,823 27,115 900

所有株式数
の割合(％)

― 2.19 1.13 4.12 0.00 1.01 91.55 100.00 ―
 

（注）自己株式460株は、「個人その他」に４単元、「単元未満株式の状況」に60株含まれております。

 

(6) 【大株主の状況】

平成30年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を除

く。)　
の総数に対する
所有株式数の割合

(％)

荻野　利浩 山口県下関市 1,288,400 47.50

東武住販社員持株会 山口県下関市岬之町11番46号 55,700 2.05

浜本　憲至 大阪府東大阪市 52,000 1.91

大阪中小企業投資育成株式会社 大阪府大阪市北区中之島三丁目３番23号 45,400 1.67

若杉　精三郎 大分県別府市 38,000 1.40

荻野　しとみ 山口県下関市 33,600 1.23

株式会社西京銀行 山口県周南市平和通一丁目10番の２ 30,000 1.10

磯本　憲二 福岡県北九州市門司区 28,000 1.03

吉岡　裕之 大阪府東大阪市 22,700 0.83

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 20,322 0.74

計 － 1,614,122 59.51
 

(注）発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて記載して

おります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成30年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 400 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 2,711,100 27,111
「１ 株式等の状況 (1) 株式の総
数等 ② 発行済株式」に記載のと
おりであります。

単元未満株式 普通株式 900 ― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 2,712,400 ― ―

総株主の議決権 ― 27,111 ―
 

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式60株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成30年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

株式会社東武住販 山口県下関市岬之町11番46号 400 － 400 0.01

計 － 400 － 400 0.01
 

 

EDINET提出書類

株式会社東武住販(E30598)

有価証券報告書

28/87



 

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得
　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】
　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 56 92

当期間における取得自己株式 ― ―
 

（注）当期間とは、平成30年６月１日から平成30年７月31日までの期間であります。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行っ
た取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自
己株式

― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割
に係る移転を行った取得自
己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 460 ― 460 ―
 

（注）当期間とは、平成30年６月１日から平成30年７月31日までの期間であります。
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３ 【配当政策】

当社は、持続的な成長を可能とする収益力の強化と突然の波乱要因に耐えうる強固な財務基盤を築くことが株主

の皆様の期待に応えることと考えております。

株主の皆様への利益還元につきましては、経営の重要課題と位置づけ、配当原資確保のための収益力を強化し、

継続的かつ安定的な配当を行うことを基本方針としております。また、2020年５月期までの第１次中期経営計画期

間は、成長期と捉え毎期安定した収益体質を維持し、不動産市況の変化に備えた内部留保の積み上げを図りつつ、

安定した配当実施をめざします。

 
第１次中期経営計画期間の指標目標値

項目 目標値

自己資本比率 60％以上を維持

ＲＯＥ（株主資本利益率） 15％以上を維持

ＤＯＥ（株主資本配当率） 2.5％以上を維持、3.0％以上を目標
 

 
当社の剰余金の配当につきましては、中間配当及び期末配当の年２回を可能とすることを定款で定めているもの

の、当面は期末配当の年１回を基本的な方針としております。これら剰余金の配当の決定機関は、中間配当は取締

役会、期末配当は株主総会であります。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、経営体質の改善と今後の事業展開等を勘案し、継続的な安定配当の基

本方針のもと、１株当たり23円の配当を実施しました。

内部留保資金の使途につきましては、今後の事業展開、特に自社不動産売買事業における中古住宅等の仕入資金

及びリフレッシュ・リフォームの工事代金に充当し、株主価値の最大化を図り、株主の皆様へ利益還元していくこ

ととしております。

なお、当社は、会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議をもって中間配当を行うことができる旨を

定款に定めております。

当事業年度に係る剰余金の配当は、以下のとおりであります。
　

決議年月日 配当金の総額(千円) １株当たり配当額(円)

平成30年８月30日
62,374 23

定時株主総会決議
 

 

４ 【株価の推移】
　

（1） 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第31期 第32期 第33期 第34期 第35期

決算年月 平成26年５月 平成27年５月 平成28年５月 平成29年５月 平成30年５月

最高(円) 1,423 1,940 1,970
 2,757

2,073
（注）３ 1,192

最低(円) 1,052 919 1,231
 1,240

1,020
（注）３ 1,104

 

（注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

２．当社株式は、平成26年５月22日から東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）及び福岡証券取引所Ｑ

－Ｂｏａｒｄに上場されております。それ以前の株価については、該当事項はありません。

３．株式分割（平成29年６月１日付で１株につき２株の割合）による権利落後の最高・最低株価を示しており

ます。
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（2） 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成29年12月 平成30年１月 平成30年２月 平成30年３月 平成30年４月 平成30年５月

最高(円) 1,557 1,785 1,706 1,678 2,073 1,907

最低(円) 1,315 1,428 1,321 1,495 1,650 1,601

 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

男性７名　女性１名　（役員のうち女性の比率12.5％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役

社長
― 荻 野 利 浩 昭和28年８月３日生

昭和47年４月 東洋通信機株式会社(現 宮崎

エプソン株式会社)入社

昭和51年１月 東洋地所株式会社入社

昭和59年９月 当社設立 代表取締役社長

(現任)

平成２年２月 株式会社マネジメントケアー

(現 当社)代表取締役社長就任

平成２年７月 株式会社東武エステート(現 

当社)取締役就任

平成18年10月 株式会社人財プロモーション

(現 当社)代表取締役社長就任

(注)３ 1,288,400

常務取締役

本店営業部長

(兼)

九州東部

営業部長

(兼)

山陽営業部長

(兼)

住まいサポート

事業部長

(兼)

事業開発部長

細 江 直 樹 昭和51年12月25日生

平成７年４月 伊藤機械工業有限会社入社

平成11年11月 当社入社

平成21年９月 九州地区営業部長

平成22年６月 北九州地区不動産営業部長

平成22年８月 取締役就任

平成22年12月 北九州営業部長

平成26年７月 本店営業部長(現任)

平成27年５月 九州東部営業部長(現任)

平成27年７月 常務取締役(現任)

平成29年６月 住まいサポート事業部長（現

任）

平成29年８月 山陽営業部長(現任)

平成29年９月 事業開発部長(現任)

(注)３ 2,800

取締役

福岡支社長

(兼)

福岡支社

営業部長

(兼)

九州西部

営業部長

三 浦 直 樹 昭和49年５月16日生

平成７年４月 有限会社東洋商事入社

平成８年７月 シーモール商事株式会社入社

平成11年４月 当社入社

平成20年６月 九州地区不動産営業指導部長

平成22年６月 九州西部地区不動産営業部長

平成22年８月 取締役就任(現任)

平成22年12月 九州西部営業部長(現任)

平成28年６月 福岡支社長兼福岡支社営業部長

(現任)

(注)３ 2,800

取締役 管理部長 河　村　和　彦 昭和35年12月11日生

昭和58年４月 株式会社山口銀行入行

平成16年２月 同室積支店長

平成21年４月 同赤坂門支店長

平成25年６月 同唐戸支店長

平成27年８月 当社　社長付

平成27年８月 取締役管理部長就任(現任)

(注)３ ―

取締役 ― 白　水 一　信 昭和29年10月28日生

昭和53年10月 プライス・ウォーターハウス会

計事務所入所

昭和55年10月 監査法人中央会計事務所（後の

みすず監査法人）入所

昭和57年８月 等松・青木監査法人（現　有限

責任監査法人トーマツ）入所

平成５年５月 同法人　社員

平成13年５月 同法人　代表社員

平成25年９月 白水公認会計士事務所　代表

(現任)

平成26年８月 当社　取締役就任(現任)

平成28年４月 国立大学法人九州大学　監事

(現任)

(注)３ ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

常勤監査役 ― 野　口　英　信 昭和32年１月30日生

昭和55年４月 株式会社福岡銀行入行

平成21年４月 福銀事務サービス株式会社入社

平成24年６月 当社入社

平成24年８月 内部監査室長

平成26年８月 常勤監査役就任(現任)

(注)４ ―

監査役 ― 植 田 文 雄 昭和30年12月９日生

昭和53年４月 株式会社日本メディカル・サプ

ライ(現 株式会社ジェイ・エ

ム・エス)入社

昭和62年10月 サンワ・等松青木監査法人

(現 有限責任監査法人トーマ

ツ)入所

平成13年９月 植田公認会計士事務所 代表

(現任)

平成21年12月 篠原・植田税理士法人 代表社

員(現任)

平成23年４月 当社 監査役就任(現任)

(注)５ ―

監査役 ―

鈴 木 朋 絵

(戸籍上氏名：

濵 﨑 朋 絵)

昭和51年９月16日生

平成17年10月 弁護士登録

浜崎法律事務所入所

平成21年４月 鈴木法律事務所 代表(現任)

平成25年８月 当社 監査役就任(現任)

(注)５ ―

計 1,294,000
 

(注) １．取締役 白水一信氏は、社外取締役であります。

２．監査役 植田文雄及び鈴木朋絵の両氏は、社外監査役であります。

３．平成29年８月29日開催の定時株主総会終結の時から、平成31年５月期に係る定時株主総会の終結の時までで

あります。

４．平成30年８月30日開催の定時株主総会終結の時から、平成34年５月期に係る定時株主総会の終結の時までで

あります。

５．平成29年８月29日開催の定時株主総会終結の時から、平成33年５月期に係る定時株主総会の終結の時までで

あります。

６．平成29年５月２日開催の取締役会決議により、平成29年６月１日付で普通株式１株を２株に分割しておりま

す。所有株式数には、当該株式分割後の所有株式数を記載しております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

※コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、急速に変化する経営環境のなか、経営基盤の確立、競争力の追求の強化を実現するため、取締役によ

る意思決定の迅速化を図るとともに、責任の明確化、内部統制システムを整備・運用し、コーポレート・ガバナ

ンスの拡充を進めております。また、会社法に基づいた株主総会、取締役会及び監査役会の運営を徹底するほ

か、全社プロセス及び業務プロセス上の統制活動を充実させることによって、コーポレート・ガバナンスの強化

に取り組むとともに、株主、投資家の皆様に向けて公正な経営情報の開示の適正性を確保してまいります。

 

① 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

イ．企業統治の体制図

当社は会社法に基づく株主総会及び取締役会のほか、監査役３名（うち社外監査役２名）により構成され

る監査役会及び会計監査人を設置し、独立した立場から監査を受けております。

代表取締役社長は取締役会により選定され、会社を代表するとともに業務の執行に当たっております。経

営会議は代表取締役社長から業務執行あるいは経営に関する重要事項に関する指示を受けて審議を行い、担

当の各部門に指示を出しております。

内部監査室は代表取締役社長の指示を受けて、各部門を監査し、その結果を代表取締役社長等に報告する

とともに、監査役会及び会計監査人と連携して経営や業務の改善に寄与しております。

また、必要に応じて弁護士等の各分野の専門家から適切な助言を得ております。

当社は、社会的信頼性の向上に常に取り組むことが上場会社の義務と考えており、この観点から、取締役

の忠実義務及び善管注意義務を果たせる企業統治体制を構築してまいります。

　

 

ロ．会社の機関の基本説明

当社の取締役会は取締役５名で構成され、うち１名が社外取締役であります。当社の業務執行を決定し、

取締役の職務の執行を監督する機能を有しています。当社の各取締役は、会社法、関連法令及び定款、取締

役会規程等の社内諸規程に準拠して業務を執行しております。代表取締役社長は、取締役会において選定さ

れ、各取締役の業務執行に関して管掌業務の分担を提案しております。取締役会は、原則として毎月１回以

上開催され、当社の重要な意思決定機関としてスピーディーで戦略的な意思決定を行うとともに、各取締役

の業務執行状況の報告等を行っております。
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監査役会は監査役３名で構成され、うち２名が社外監査役であります。上場会社勤務で培われた経験及び

財務・会計に関する相当程度の知見を有する監査役を選任しております。また、監査役会は原則として毎月

１回開催され、各監査役は監査役会を活用して監査の実効性の確保に努めています。監査役は取締役会のほ

か、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、重要な会議に出席しております。

当社は、有限責任監査法人トーマツを会計監査人に選任し、監査契約に基づいて定期的な会計監査を受け

ております。

 

ハ．内部統制システムの整備の状況

当社は平成25年10月25日開催の取締役会において、「内部統制システムの構築に関する基本方針」を決議

し、随時、修正しております。直近の「内部統制システムの構築に関する基本方針」は平成28年２月25日に

改定されました。当社は、この方針に基づいて業務の適正を確保するための体制を整備・運用しておりま

す。

当社は、取締役会において管掌部門の報告を各取締役から行わせております。また、組織規程、業務分掌

規程及び職務権限規程等を随時見直しております。

 

ニ．監査役監査及び内部監査の状況

当社は、会社法に基づき、監査役及び監査役により構成される監査役会を設置しています。監査役会は監

査役３名(うち社外監査役２名)で構成されており、財務・会計に関する相当程度の知見を有する監査役を選

任しています。

監査役は、株主総会や取締役会をはじめとする重要な会議へ出席するほか、主要な拠点への往査を行うと

ともに、客観的な立場から取締役の職務遂行状況を監査しております。

内部監査は内部監査室(１名在籍)が内部監査計画書に基づいて各部門の業務遂行状況を監査しており、そ

の監査結果を内部監査報告書として、代表取締役社長、管掌取締役、常勤監査役及び監査の対象となる部署

の長に報告する体制になっております。監査の対象となる部署の長は、内部監査報告書に対する内部監査改

善報告書を作成し、代表取締役社長及び内部監査室に改善状況や改善計画について報告をしております。

監査役と内部監査室は随時、それぞれの監査の実施状況について情報交換を行うとともに、取締役会及び

経営会議等の重要な会議に出席して、経営や業務に関する情報の共有を図っております。内部監査室及び監

査役と会計監査人の間の情報交換、意見交換については、四半期ごとの報告会等で情報共有を図るととも

に、監査上の問題点の有無や今後の課題等について随時意見交換等を行っております。

 

ホ．会計監査の状況

当社は、有限責任監査法人トーマツを会計監査人に選任し、監査契約に基づいて定期的な会計監査を受け

ております。当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、中野宏治氏及び荒牧秀樹氏であります。なお、

会計監査業務を執行した公認会計士の継続監査年数については、全員が７年以内であるため記載を省略して

おります。当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士５名、その他８名であります。

 

ヘ．社外取締役及び社外監査役との関係

当社は、平成26年８月28日開催の株主総会で社外取締役１名を選任して以降、当該社外取締役が当社の経

営に関与しております。取締役白水一信氏は、企業経営の経験を有しておりませんが、公認会計士として多

くの上場企業の監査業務に携わった経験を持ち、コーポレート・ガバナンスにも精通しているうえ、財務及

び会計に関する相当程度の専門的な知見を有しており、財務及び会計の面から経営の妥当性を判断しており

ます。さらに、投資家の視点から当社の経営の透明性及び公正性の確保に重要な役割を果たすべく、重要な

情報の提供を常に業務執行取締役に要求していることから、少数株主の立場を尊重した経営の実現に寄与し

ております。なお、取締役白水一信氏と当社との間で人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

はございません。

社外監査役は、取締役会における決算報告や「内部統制システムの構築に関する基本方針」の見直し、ま

たは監査役会における意見交換・情報交換等を通じて、また、内部監査室、監査法人等と連携することによ

り、実効性及び網羅性のある監査を実施しております。また、取締役会あるいは業務執行取締役との面談を

通して、当社の問題点を指摘し、改善を促しております。

監査役植田文雄氏は、公認会計士及び税理士としての専門的な知識・経験を通じ、財務及び会計に関する

相当程度の知見を有していることから、社外監査役に選任しております。監査役鈴木朋絵氏は、弁護士とし

EDINET提出書類

株式会社東武住販(E30598)

有価証券報告書

35/87



ての知識・経験を有していることから、社外監査役に選任しており、東京証券取引所及び福岡証券取引所に

独立役員として届け出ております。なお、社外監査役２名と当社との間で人的関係、資本的関係又は取引関

係その他の利害関係はございません。

また、当社が社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針を明確に定めたも

のはありません。しかし、その選任に際しては、見識及び専門的な知識を備えるとともに、独立した立場か

ら客観的かつ適切な監査が遂行できるかという点を重視して個別に判断しております。

 

ト．社外役員と内部統制部門との連携

当社は、社外取締役１名及び社外監査役２名を選任しております。当該社外取締役及び社外監査役と当社

の内部統制部門との連携につきましては、社外取締役又は社外監査役の求めに応じて聴取を受ける、あるい

は法定開示書類等を事前に社外取締役又は社外監査役へ提出する、あるいは取締役会及び経営会議等の参考

資料を事前に配布する等、情報提供を行っております。また、内部通報制度により、社外取締役又は社外監

査役は内部統制部門から取締役等業務執行者による不正の報告を受ける仕組みがあります。なお、当社の内

部統制部門とは、主に管理部の下に置かれている経理課、財務課、総務課及びＩＴ課を指します。

 

チ．取締役及び監査役の責任免除

当社は、職務の遂行にあたって、その能力を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備す

るため、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取

締役(取締役であった者を含む。)及び監査役(監査役であった者を含む。)の賠償責任を法令の限度において

免除することができる旨を定款に定めております。

 

リ．責任限定契約の内容の概要

当社は、定款において、会社法第427条第１項の規定により、業務執行を行わない取締役及び監査役（以

下、非業務執行取締役等という。）との間に同法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結することが

できる旨を定めており、当社と非業務執行取締役等との間で、同規定に基づき賠償責任を限定する契約を締

結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額としております。なお、当

該責任限定が認められるのは、非業務執行取締役等が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重

大な過失がないときに限られます。

 

ヌ．取締役の定数

当社の取締役は７名以内とする旨を定款に定めております。

 

ル．取締役の選任の決議要件

当社は取締役の選任決議について、議決権を行使することのできる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。

また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

 

ヲ．中間配当

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって、毎年11月30日を基準日として、中

間配当を行うことができる旨を定款に定めております。これは株主への機動的な利益還元を可能にするため

であります。

 

ワ．自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式の取得をすることができ

る旨を定款に定めております。これは、当社の資本構成の最適化を目指すとともに、当社を取り巻く外部環

境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能にするため、市場取引等により自己の株式を取得するこ

とを目的とするものであります。

 

カ．株主総会の特別決議の要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議の要件について、議決権を行使することのでき

る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に
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定めております。これは株主総会における特別決議の定足数を緩和し、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。

 

ヨ．支配株主との取引を行う際における少数株主の保護の方策について

支配株主と取引等を行うことを決定するに当たっては、取締役会において取引の内容及び条件について十

分に審議したうえで、取引の可否を決定することにより、その取引が少数株主の権利を害することのないよ

う適切に対応しております。また、当該取締役会においては、議決権を有する社外取締役が議案の妥当性を

判断するとともに、社外監査役が出席して当該取引の審議過程を監査いたしますので、少数株主の権利を保

護する仕組みが担保されていると考えます。

なお、平成28年１月をもって当社代表取締役社長である荻野利浩は支配株主に該当しなくなりましたが、

引き続き筆頭株主であり、かつ代表取締役社長であります。

 

② リスク管理体制の整備の状況

当社のリスク管理体制は、リスク管理・緊急時対応規程に基づき、事業遂行に伴う経営上の危機を事前に回

避することを目的として整備・運用しております。平常時には、リスク情報報告によってリスクの早期発見に

努めるとともにリスク管理委員会を設置し、また管理職を対象にした勉強会を定期的に開催することによっ

て、リスク管理に関する社員教育を行うとともに、万一、重大なリスクが発生した場合には、その被害を最小

化するために緊急対策委員会を設置してあらゆるリスクに対応する体制を整備・運用しております。さらにＢ

ＣＰ（事業継続計画）を定めて、事業存続に関する緊急時のリスクを認識し、発生時に迅速に対応するため、

平時より適正かつ有効な対策や対応態勢を整備し、社内に周知することに努めております。

また、反社会的勢力対策規程により反社会的勢力からの攻撃に対する対策を講じるほか、倫理コンプライア

ンス規程や行動規範を制定し、コンプライアンス研修計画に基づいて、企業倫理に関する従業員教育を定期的

に行い、役員、社員が法令、定款及び社会規範を遵守した行動をとるよう教育・指導しております。また、犯

罪行為、不正行為等の未然防止策として、内部通報制度を設け、相互牽制を図る仕組みを構築しているほか、

重要な法的判断が必要な案件については、顧問弁護士や司法書士から必要に応じて助言と指導を受ける体制を

整えております。

 

③ 役員報酬の内容

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数
　

役員区分
報酬等の総額

(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(名)基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く)

38,085 38,085 ― ― ― 5

監査役
(社外監査役を除く)

6,810 6,810 ― ― ― 1

社外役員 6,120 6,120 ― ― ― 3
 

(注) １．報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、役員ごとの報酬等の総額は記載を省略しており

ます。

２．上記には、使用人兼務取締役３名に対する使用人給与相当額16,014千円は含まれておりません。

３．上記の取締役の支給額及び支給人員には平成29年８月29日付で退任した取締役１名を含んでおります。

 

ロ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

当社は役員報酬に関する方針を定めておりませんが、取締役の報酬については、株主総会で決議された報

酬総額の限度内において取締役会で決定し、監査役の報酬は、株主総会にて決定されている報酬総額の限度

内において監査役の協議で決定しております。

なお、平成25年８月29日開催の定時株主総会において、取締役の報酬限度額は、年額１億円以内としてお

ります。また、平成29年８月29日開催の株主総会の決議による監査役報酬限度額は、年額20百万円以内であ

ります。
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④ 株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

５銘柄 25,050千円
 

 

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保

有目的

(前事業年度)

特定投資株式
　

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(千円)

保有目的

株式会社山口フィナンシャ
ルグループ

5,000 6,345
取引関係の維持・強化及び
有益な情報の獲得

 

 

(当事業年度)

特定投資株式
　

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(千円)

保有目的

株式会社山口フィナンシャ
ルグループ

5,000 6,565
取引関係の維持・強化及び
有益な情報の獲得

 

 

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

 

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

18,500 － 18,500 －
 

　

② 【その他重要な報酬の内容】

(前事業年度)

該当事項はありません。

 

(当事業年度)

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社東武住販(E30598)

有価証券報告書

38/87



 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

(前事業年度)

該当事項はありません。

 

(当事業年度)

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬は、監査公認会計士等より提示を受けた監査に要する業務時間及び

その人員等を総合的に勘案して、監査役会の同意を得たうえで取締役会において報酬額を決定しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１．財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)に基づいて

作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(平成29年６月１日から平成30年５月31日ま

で)の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる監査を受けております。

 

３．連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

 

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、会計基準等の変更について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務会計

基準機構へ加入し、同機構の行う研修等に参加しております。
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１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年５月31日)
当事業年度

(平成30年５月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 438,824 457,583

  売掛金 25,012 23,662

  販売用不動産 1,697,976 2,148,388

  仕掛販売用不動産等 829,059 967,435

  商品 2,256 2,129

  貯蔵品 4,177 4,693

  前渡金 33,204 18,500

  前払費用 15,167 20,733

  繰延税金資産 29,681 35,512

  その他 6,831 11,877

  貸倒引当金 △130 △129

  流動資産合計 3,082,061 3,690,386

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 275,794 292,619

    減価償却累計額 △117,713 △128,534

    建物（純額） ※１  158,080 ※１  164,085

   構築物 14,340 15,570

    減価償却累計額 △7,508 △8,887

    構築物（純額） 6,831 6,682

   車両運搬具 16,570 15,778

    減価償却累計額 △10,128 △11,481

    車両運搬具（純額） 6,442 4,297

   工具、器具及び備品 40,438 45,975

    減価償却累計額 △35,201 △37,974

    工具、器具及び備品（純額） 5,237 8,000

   土地 ※１  191,925 ※１  229,010

   リース資産 10,620 10,620

    減価償却累計額 △10,266 △10,620

    リース資産（純額） 354 －

   有形固定資産合計 368,871 412,076

  無形固定資産   

   ソフトウエア 7,568 8,576

   リース資産 5,379 3,820

   無形固定資産合計 12,948 12,396
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年５月31日)
当事業年度

(平成30年５月31日)

  投資その他の資産   

   投資有価証券 23,750 25,050

   出資金 180 280

   破産更生債権等 807 713

   長期前払費用 2,108 45,132

   繰延税金資産 14,841 15,408

   敷金及び保証金 54,759 56,822

   その他 137 137

   貸倒引当金 △693 △611

   投資その他の資産合計 95,890 142,932

  固定資産合計 477,710 567,405

 資産合計 3,559,771 4,257,791
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成29年５月31日)
当事業年度

(平成30年５月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 102,641 153,417

  短期借入金 ※１、２  296,800 ※１、２  526,800

  1年内返済予定の長期借入金 ※１  207,018 174,586

  リース債務 2,241 1,683

  未払金 61,895 66,006

  未払費用 97,239 97,507

  未払法人税等 93,635 121,034

  前受金 19,692 16,661

  預り金 61,015 63,975

  前受収益 2,944 3,048

  完成工事補償引当金 5,300 6,100

  その他 321 213

  流動負債合計 950,746 1,231,034

 固定負債   

  長期借入金 229,779 315,185

  リース債務 4,333 2,649

  資産除去債務 68,765 69,728

  その他 18,632 18,618

  固定負債合計 321,510 406,181

 負債合計 1,272,256 1,637,215

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 302,889 302,889

  資本剰余金   

   資本準備金 258,039 258,039

   資本剰余金合計 258,039 258,039

  利益剰余金   

   利益準備金 1,870 1,870

   その他利益剰余金   

    別途積立金 320,000 320,000

    繰越利益剰余金 1,401,085 1,733,341

   利益剰余金合計 1,722,955 2,055,211

  自己株式 △323 △415

  株主資本合計 2,283,560 2,615,724

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 3,954 4,851

  評価・換算差額等合計 3,954 4,851

 純資産合計 2,287,515 2,620,575

負債純資産合計 3,559,771 4,257,791
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② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成28年６月１日
　至 平成29年５月31日)

当事業年度
(自 平成29年６月１日
　至 平成30年５月31日)

売上高 6,108,969 6,640,182

売上原価 4,214,215 4,595,881

売上総利益 1,894,754 2,044,301

販売費及び一般管理費   

 販売手数料 68,187 82,106

 広告宣伝費 175,261 183,277

 役員報酬 48,067 51,015

 給料及び手当 502,005 536,333

 賞与 60,748 62,269

 法定福利費 88,116 97,792

 租税公課 127,225 144,423

 減価償却費 20,257 19,686

 賃借料 64,465 75,306

 その他 198,287 208,790

 販売費及び一般管理費合計 1,352,622 1,461,002

営業利益 542,132 583,298

営業外収益   

 受取利息 63 76

 受取配当金 473 463

 保険差益 613 681

 助成金収入 － 240

 違約金収入 － 1,290

 その他 1,945 1,000

 営業外収益合計 3,096 3,752

営業外費用   

 支払利息 5,223 4,341

 その他 2,496 1,171

 営業外費用合計 7,720 5,513

経常利益 537,508 581,538

税引前当期純利益 537,508 581,538

法人税、住民税及び事業税 162,115 195,033

法人税等調整額 △3,720 △6,770

法人税等合計 158,395 188,262

当期純利益 379,113 393,275
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【売上原価明細書】
 

  
前事業年度

(自 平成28年６月１日
至 平成29年５月31日)

当事業年度
(自 平成29年６月１日
至 平成30年５月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

不動産取得費  2,798,847 66.4 3,077,632 67.0

商品取得費  102,044 2.4 69,119 1.5

材料費  65,576 1.6 126,951 2.8

労務費  17,049 0.4 5,868 0.1

外注加工費  1,197,109 28.4 1,287,787 28.0

経費 ※ 33,586 0.8 28,522 0.6

合計  4,214,215 100.0 4,595,881 100.0
 

（原価計算の方法）

当社の原価計算の方法は、個別原価計算によっております。

(注) ※主な内訳は、次のとおりであります。

項目
前事業年度

(自 平成28年６月１日
至 平成29年５月31日)

当事業年度
(自 平成29年６月１日
至 平成30年５月31日)

地代家賃(千円) 15,682 12,156

減価償却費(千円) 3,245 3,281

水道光熱費(千円) 1,634 1,788

租税公課(千円) 5,552 5,269

完成工事補償引当金繰入額(千円) 1,700 800
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③ 【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成28年６月１日　至 平成29年５月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益剰

余金

当期首残高 302,889 258,039 258,039 1,870 320,000 1,082,993 1,404,863 △254 1,965,537

当期変動額          

剰余金の配当 － － － － － △61,021 △61,021 － △61,021

当期純利益 － － － － － 379,113 379,113 － 379,113

自己株式の取得 － － － － － － － △68 △68

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
－ － － － － － － － －

当期変動額合計 － － － － － 318,091 318,091 △68 318,023

当期末残高 302,889 258,039 258,039 1,870 320,000 1,401,085 1,722,955 △323 2,283,560
 

 

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価

証券評価差

額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 2,506 2,506 1,968,043

当期変動額    

剰余金の配当 － － △61,021

当期純利益 － － 379,113

自己株式の取得 － － △68

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
1,448 1,448 1,448

当期変動額合計 1,448 1,448 319,471

当期末残高 3,954 3,954 2,287,515
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 当事業年度(自 平成29年６月１日　至 平成30年５月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益剰

余金

当期首残高 302,889 258,039 258,039 1,870 320,000 1,401,085 1,722,955 △323 2,283,560

当期変動額          

剰余金の配当 － － － － － △61,019 △61,019 － △61,019

当期純利益 － － － － － 393,275 393,275 － 393,275

自己株式の取得 － － － － － － － △92 △92

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
－ － － － － － － － －

当期変動額合計 － － － － － 332,255 332,255 △92 332,163

当期末残高 302,889 258,039 258,039 1,870 320,000 1,733,341 2,055,211 △415 2,615,724
 

 

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価

証券評価差

額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 3,954 3,954 2,287,515

当期変動額    

剰余金の配当 － － △61,019

当期純利益 － － 393,275

自己株式の取得 － － △92

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
896 896 896

当期変動額合計 896 896 333,059

当期末残高 4,851 4,851 2,620,575
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成28年６月１日
　至 平成29年５月31日)

当事業年度
(自 平成29年６月１日
　至 平成30年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益 537,508 581,538

 減価償却費 23,503 22,967

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △122 △82

 完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 1,700 800

 受取利息及び受取配当金 △537 △540

 支払利息 5,223 4,341

 売上債権の増減額（△は増加） 2,391 1,350

 たな卸資産の増減額（△は増加） △479,147 △589,176

 仕入債務の増減額（△は減少） △8,149 50,775

 その他 20,168 △37,838

 小計 102,539 34,135

 利息及び配当金の受取額 537 540

 利息の支払額 △5,743 △4,342

 法人税等の支払額 △171,099 △165,495

 その他 613 1,971

 営業活動によるキャッシュ・フロー △73,153 △133,189

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の増減額（△は増加） △10,020 △10,019

 有形固定資産の取得による支出 △37,897 △61,559

 無形固定資産の取得による支出 △9,578 △3,994

 投資有価証券の取得による支出 △30 △30

 敷金及び保証金の差入による支出 △1,638 △3,294

 敷金及び保証金の返還による収入 13 1,231

 投資活動によるキャッシュ・フロー △59,151 △77,665

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の増減額（△は減少） 280,000 230,000

 長期借入れによる収入 100,000 300,000

 長期借入金の返済による支出 △274,108 △247,026

 リース債務の返済による支出 △3,766 △2,241

 自己株式の取得による支出 △68 △92

 配当金の支払額 △60,941 △61,045

 財務活動によるキャッシュ・フロー 41,116 219,595

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △91,188 8,739

現金及び現金同等物の期首残高 419,823 328,634

現金及び現金同等物の期末残高 ※  328,634 ※  337,374
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 販売用不動産、仕掛販売用不動産等及び商品

個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

(2) 貯蔵品

最終仕入原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

 

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日

以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14　　～　　50年

構築物             　　　　　　　　　　　　　　　　　　10　　～　　20

車両運搬具　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３　　～　　６

工具、器具及び備品　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５　　～　　10

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　(4) 長期前払費用

均等償却を採用しております。
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４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 完成工事補償引当金

完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、完成工事高に対する将来の補償見込額を過去の補償割合に

基づいて計上しております。

 

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税及

び地方消費税は、発生事業年度の期間費用として処理しております。
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(未適用の会計基準等)

・「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 平成30年３月30日)

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号 平成30年３月30日)

 

(1) 概要

収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用し認識されます。

ステップ1：顧客との契約を識別する。

ステップ2：契約における履行義務を識別する。

ステップ3：取引価格を算定する。

ステップ4：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ5：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

 

(2) 適用予定日

平成34年５月期の期首より適用予定であります。

 

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当財務諸表の作成時において評価中であります。
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(貸借対照表関係)

※１ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。
　

 
 前事業年度

(平成29年５月31日)
当事業年度

(平成30年５月31日)

建物（純額） 71,827千円 68,125千円

土地 60,653 56,968

計 132,481 125,093
 

 

担保付債務は、次のとおりであります。
　

 
 前事業年度

(平成29年５月31日)
当事業年度

(平成30年５月31日)

短期借入金 255,000千円 255,000千円

１年内返済予定の長期借入金 32,000 －

計 287,000 255,000
 

 

※２ 当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、事業年度末において、取引銀行５行（前事業年度５行）と当

座貸越契約を締結しております。これらの契約に基づく事業年度末の借入未実行残高は、次のとおりでありま

す。
　

 
 前事業年度

(平成29年５月31日)
当事業年度

(平成30年５月31日)

当座貸越極度額の総額 950,000千円 950,000千円

借入実行残高 296,800 526,800

差引額 653,200 423,200
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(損益計算書関係)
　

 該当事項はありません。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 平成28年６月１日 至 平成29年５月31日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類
当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 1,356,200 ― ― 1,356,200

合計 1,356,200 ― ― 1,356,200
 

 

２．自己株式に関する事項

株式の種類
当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 173 29 ― 202

合計 173 29 ― 202
 

(注) 普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取請求によるものであります。

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 
４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成28年８月30日
定時株主総会

普通株式 61,021 45 平成28年５月31日 平成28年８月31日
 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
配当の原資

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年８月29日
定時株主総会

普通株式 61,019 利益剰余金 45 平成29年５月31日 平成29年８月30日
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当事業年度(自 平成29年６月１日 至 平成30年５月31日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類
当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 1,356,200 1,356,200 － 2,712,400

合計 1,356,200 1,356,200 － 2,712,400
 

(注) 普通株式の当事業年度増加株式数は、株式分割による増加であります。

 
２．自己株式に関する事項

株式の種類
当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 202 258 － 460

合計 202 258 － 460
 

(注)　普通株式の当事業年度増加株式数は、平成29年６月１日付で行った普通株式１株につき２株の株式分割による

増加202株及び単元未満株式の買取請求による増加56株であります。

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 
４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成29年８月29日
定時株主総会

普通株式 61,019 45 平成29年５月31日 平成29年８月30日
 

(注) 平成29年５月２日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成29年６月１日付で普通株式１株を２株に株式分割

いたしました。１株当たり配当額は株式分割前の金額で記載しております。
　

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
配当の原資

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成30年８月30日
定時株主総会

普通株式 62,374 利益剰余金 23 平成30年５月31日 平成30年８月31日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
　

 
前事業年度

(自 平成28年６月１日
至 平成29年５月31日)

当事業年度
(自 平成29年６月１日
至 平成30年５月31日)

現金及び預金  438,824千円 457,583千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △110,190 △120,209

現金及び現金同等物 328,634 337,374
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(リース取引関係)

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

(ア)有形固定資産

主として、不動産売買事業におけるサーバー(工具、器具及び備品)であります。

(イ)無形固定資産

ソフトウェアであります。

② リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成29年５月31日)
当事業年度

(平成30年５月31日)

１年内 13,066 13,108

１年超 49,280 38,720

合計 62,346 51,828
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達

しております。

借入金の使途は販売用不動産の取得資金・運転資金(主として短期)及び設備投資資金(長期)でありま

す。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。

投資有価証券は、取引先企業との業務に関連する株式等であり、上場株式等については市場価格の変

動リスク、非上場株式については発行体(取引先企業)の信用リスクに晒されています。

営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１か月以内の支払期日であります。

借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主にたな卸資産の購入に係る資金の調達

を目的としたものであり、返済完了日は決算日後、最長で５年以内であります。このうち一部は、変動

金利であるため金利の変動リスクに晒されております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、営業債権等について、各部署が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相

手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減

を図っております。

② 市場リスクの管理

当社は、投資有価証券について、定期的に時価や取引先企業の財務状況等を把握し、市況や取引

先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社は、各店舗からの報告に基づき管理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許

流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは、含まれておりません((注)２.参照)。

 
前事業年度（平成29年５月31日）

　

 
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 438,824 438,824 ―

(2) 売掛金 25,012 25,012 ―

(3) 投資有価証券    

その他有価証券 22,795 22,795 ―

資産計 486,632 486,632 ―

(1) 買掛金 (102,641) (102,641) ―

(2) 短期借入金 (296,800) (296,800) ―

(3) 未払金 (61,895) (61,895) ―

(4) 未払法人税等 (93,635) (93,635) ―

(5) 長期借入金 (436,797) (433,443) △3,353

(6) リース債務 (6,574) (6,510) △63

負債計 (998,344) (994,927) △3,416
 

(※) 負債に計上されているものについては、( )で示しております。

 

当事業年度（平成30年５月31日）
　

 
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 457,583 457,583 ―

(2) 売掛金 23,662 23,662 ―

(3) 投資有価証券    

その他有価証券 24,065 24,065 ―

資産計 505,310 505,310 ―

(1) 買掛金 (153,417) (153,417) ―

(2) 短期借入金 (526,800) (526,800) ―

(3) 未払金 (66,006) (66,006) ―

(4) 未払法人税等 (121,034) (121,034) ―

(5) 長期借入金 (489,771) (490,850) 1,079

(6) リース債務 (4,333) (4,280) △52

負債計 (1,361,362) (1,362,389) 1,026
 

(※) 負債に計上されているものについては、( )で示しております。
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(注) １．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。なお、有価証券はその他有価証券として

保有しており、これに関する貸借対照表計上額と取得価額との差額は、「有価証券関係」注記に記載してお

ります。

負債

(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払金、(4) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(5) 長期借入金、(6) リース債務

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入、又は新規リース取引を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いて算定する方法によっております。なお、上記表にはいずれも１年以内に返済予定のも

のを含んでおります。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
  (単位：千円)

区分
前事業年度

(平成29年５月31日)
当事業年度

(平成30年５月31日)

非上場株式 955 985
 

上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ること等ができず、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるため、「(3) 投資有価証券」には含めておりません。

３．金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成29年５月31日）
　

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 438,824 ― ― ―

売掛金 25,012 ― ― ―

合計 463,837 ― ― ―
 

 

当事業年度（平成30年５月31日）
　

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 457,583 ― ― ―

売掛金 23,662 ― ― ―

合計 481,245 ― ― ―
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４．長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

前事業年度（平成29年５月31日）
　

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 296,800 ― ― ― ― ―

長期借入金 207,018 114,574 75,531 27,972 11,702 ―

リース債務 2,241 1,683 1,616 885 147 ―

合計 506,059 116,257 77,147 28,857 11,849 ―
 

 

当事業年度（平成30年５月31日）
　

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 526,800 ― ― ― ― ―

長期借入金 174,586 135,543 87,984 71,714 19,944 ―

リース債務 1,683 1,616 885 147 ― ―

合計 703,069 137,159 88,879 71,861 19,944 ―
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(有価証券関係)
　

その他有価証券

前事業年度（平成29年５月31日）
　

 種類
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

株式 22,795 17,089 5,706

合計 22,795 17,089 5,706
 

(注) 非上場株式のうち、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる株式(貸借対照表計上額

955千円)については、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 
当事業年度（平成30年５月31日）

　

 種類
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

株式 24,065 17,089 6,976

合計 24,065 17,089 6,976
 

(注) 非上場株式のうち、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる株式(貸借対照表計上額

985千円)については、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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(デリバティブ取引関係)

前事業年度(平成29年５月31日)

該当事項はありません。

 

当事業年度(平成30年５月31日)

該当事項はありません。
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(退職給付関係)

前事業年度(自　平成28年６月１日　至　平成29年５月31日)

該当事項はありません。

 
当事業年度(自　平成29年６月１日　至　平成30年５月31日)

該当事項はありません。
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(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　

 
前事業年度

(平成29年５月31日)
 

当事業年度
(平成30年５月31日)

繰延税金資産    

資産除去債務 20,946千円  21,239千円

棚卸資産評価損 5,558  6,215

未払費用 10,862  10,737

減損損失 5,280  6,779

その他 15,853  19,612

繰延税金資産小計 58,500  64,584

評価性引当額 △2,387  △2,362

繰延税金資産合計 56,113  62,221

繰延税金負債    

資産除去債務に対応する
除却費用の資産計上額

9,838  9,176

その他 1,751  2,124

繰延税金負債合計 11,589  11,301

繰延税金資産の純額 44,523  50,920
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳
　

 
前事業年度

(平成29年５月31日)
 

当事業年度
(平成30年５月31日)

法定実効税率 30.7％  30.7％

(調整)    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6  0.4

住民税均等割額 0.7  0.7

評価性引当額 △0.0  △0.0

税額控除 △2.4  －

その他 △0.1  0.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.5  32.4
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(持分法損益等)

前事業年度(自 平成28年６月１日 至 平成29年５月31日)

当社は、関連会社及び開示対象特別目的会社を有していないため、該当事項はありません。

 
当事業年度(自 平成29年６月１日 至 平成30年５月31日)

当社は、関連会社及び開示対象特別目的会社を有していないため、該当事項はありません。
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(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

主に直営店舗等の定期建物賃貸借契約に伴う原状回復義務及び当社所有建物の解体・撤去時におけるア

スベスト除去費用であります。

 

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間については、原状回復義務は14年、アスベスト除去費用は耐用年数と見積り、割引率は当

該使用見込期間に見合う国債の流通利回りを使用して資産除去債務の金額を計算しております。

 

(3) 当該資産除去債務の総額の増減
　

 
前事業年度

(自 平成28年６月１日
至 平成29年５月31日)

当事業年度
(自 平成29年６月１日
至 平成30年５月31日)

期首残高 63,280千円 68,765千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 4,322 552

資産除去債務の履行による減少額 ― △767

時の経過による調整額 1,162 1,177

期末残高 68,765 69,728
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(賃貸等不動産関係)

当社は、山口県下関市その他の地域において、賃貸用のオフィスビル(土地を含む。)等を有しております。前

事業年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は6,917千円(賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原

価に計上)であります。当事業年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は6,670千円(賃貸収益は売上高

に、主な賃貸費用は売上原価に計上)であります。

また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。
　

 
前事業年度

(自 平成28年６月１日
至 平成29年５月31日)

当事業年度
(自 平成29年６月１日
至 平成30年５月31日)

貸借対照表計上額   

 期首残高 136,245千円 137,246千円

 期中増減額 1,000千円 33,289千円

 期末残高 137,246千円 170,535千円

期末時価 172,729千円 183,573千円
 

(注) １．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前事業年度の主な増加額は不動産取得(12,268千円)、主な減少額は賃貸用不動産の販売

用不動産への転用(8,324千円）及び減価償却(2,944千円)であります。当事業年度の主な増加額は不動産取

得(28,692千円)及び自社使用不動産の賃貸用不動産への転用(7,762千円)、主な減少額は減価償却(3,165千

円)であります。

３．期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額(指標等を用いて調整を

行ったものを含む。)であります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、営業所を拠点として事業活動を行っており、事業の内容、役務の提供方法及び類似性に基づき事業を集

約し「不動産売買事業」「不動産賃貸事業」「不動産関連事業」の３つを報告セグメントとしております。

「不動産売買事業」は、当社所有の不動産の販売及び他者所有の不動産の売買仲介を行います。

「不動産賃貸事業」は、他社所有の不動産の賃貸の仲介、他社所有の不動産の賃貸管理業務及び自社所有の不動

産の賃貸を行います。

「不動産関連事業」は、顧客が所有する不動産の各種リフォーム工事、住宅等の火災保険等の代理店販売及び不

動産関連商品の販売を行います。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と同一であります。ま

た、報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前事業年度（自 平成28年６月１日 至 平成29年５月31日）

  (単位：千円)

 

報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

財務諸表

計上額

(注)３
不動産

売買事業

不動産

賃貸事業

不動産

関連事業
計

売上高         

外部顧客への売上高 5,738,947 139,779 97,604 5,976,331 132,638 6,108,969 － 6,108,969

セグメント利益 804,503 24,579 9,157 838,240 4,219 842,460 △300,327 542,132

セグメント資産 2,806,115 405,172 86,860 3,298,148 46,061 3,344,210 215,561 3,559,771

その他の項目         

減価償却費 5,610 3,875 601 10,086 746 10,833 12,670 23,503

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
17,325 12,268 － 29,594 － 29,594 22,203 51,798

 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、介護福祉事業であります。

２．調整額の内容は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△300,327千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

なお、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る一般管理費であります。

(2) セグメント資産の調整額215,561千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。

なお、全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る資産等であります。

(3) その他の項目の減価償却費の調整額12,670千円、有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額　

22,203千円は、各報告セグメントに配分しない全社資産に係るものであります。

３．セグメント利益は、財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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当事業年度（自 平成29年６月１日 至 平成30年５月31日）

  (単位：千円)

 

報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

財務諸表

計上額

(注)３
不動産

売買事業

不動産

賃貸事業

不動産

関連事業
計

売上高         

外部顧客への売上高 6,349,064 142,419 60,962 6,552,447 87,735 6,640,182 － 6,640,182

セグメント利益又は損失(△) 857,558 24,158 31,673 913,391 △4,512 908,878 △325,579 583,298

セグメント資産 3,466,341 429,496 56,829 3,952,667 40,885 3,993,552 264,239 4,257,791

その他の項目         

減価償却費 6,949 4,233 257 11,440 456 11,896 11,071 22,967

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
42,325 875 － 43,200 － 43,200 22,906 66,106

 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、介護福祉事業であります。

２．調整額の内容は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△325,579千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

なお、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る一般管理費であります。

(2) セグメント資産の調整額264,239千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。

なお、全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る資産等であります。

(3) その他の項目の減価償却費の調整額11,071千円、有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額　　

22,906千円は、各報告セグメントに配分しない全社資産に係るものであります。

３．セグメント利益は、財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前事業年度(自 平成28年６月１日 至 平成29年５月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の国又は地域の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

　

(2) 有形固定資産

本邦以外の国又は地域に所在する有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３．主要な顧客ごとの情報

主たる顧客は不特定多数の一般消費者であり、損益計算書の売上高の10％以上を占める特定の顧客への売上高が

ないため、記載を省略しております。

　

当事業年度(自 平成29年６月１日 至 平成30年５月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の国又は地域の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

　

(2) 有形固定資産

本邦以外の国又は地域に所在する有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３．主要な顧客ごとの情報

主たる顧客は不特定多数の一般消費者であり、損益計算書の売上高の10％以上を占める特定の顧客への売上高が

ないため、記載を省略しております。

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度(自 平成28年６月１日 至 平成29年５月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自 平成29年６月１日 至 平成30年５月31日)

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度(自 平成28年６月１日 至 平成29年５月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自 平成29年６月１日 至 平成30年５月31日)

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度(自 平成28年６月１日 至 平成29年５月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自 平成29年６月１日 至 平成30年５月31日)

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前事業年度(自 平成28年６月１日 至 平成29年５月31日)

該当事項はありません。

 

当事業年度(自 平成29年６月１日 至 平成30年５月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)
　

 
前事業年度

(自 平成28年６月１日
至 平成29年５月31日)

当事業年度
(自 平成29年６月１日
至 平成30年５月31日)

１株当たり純資産額  843.48円 966.31円

１株当たり当期純利益金額  139.79円 145.01円
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、平成29年５月２日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成29年６月１日付で普通株式１株を２株

に株式分割いたしました。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１

株当たり当期純利益金額を算定しております。

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

 
前事業年度

(自 平成28年６月１日
至 平成29年５月31日)

当事業年度
(自 平成29年６月１日
至 平成30年５月31日)

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益金額(千円) 379,113 393,275

普通株主に帰属しない金額(千円) ― －

普通株式に係る当期純利益金額(千円) 379,113 393,275

普通株式の期中平均株式数(株) 2,712,052 2,711,981
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社東武住販(E30598)

有価証券報告書

74/87



 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

 

【有形固定資産等明細表】
　

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産        

 建物 275,794 18,260 1,434 292,619 128,534 11,770 164,085

 構築物 14,340 1,230 － 15,570 8,887 1,379 6,682

 車両運搬具 16,570 － 792 15,778 11,481 2,145 4,297

 工具、器具及び備品 40,438 5,537 － 45,975 37,974 2,773 8,000

 土地 191,925 37,085 － 229,010 － － 229,010

 リース資産 10,620 － － 10,620 10,620 354 －

有形固定資産計 549,688 62,112 2,227 609,574 197,498 18,422 412,076

無形固定資産        

 ソフトウエア 15,180 3,994 － 19,175 10,598 2,986 8,576

 リース資産 11,922 － － 11,922 8,101 1,558 3,820

無形固定資産計 27,102 3,994 － 31,097 18,700 4,545 12,396

長期前払費用 4,491 57,314 － 61,805 16,673 14,290 45,132
 

　（注）当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。　　　

　建物　　　賃貸用不動産　　　 4,129千円

　土地　　　賃貸用不動産　　　24,562千円

　土地　　　本社駐車場     　12,522千円
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【借入金等明細表】
　

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 296,800 526,800 0.3 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 207,018 174,586 0.6 ―

１年以内に返済予定のリース債務 2,241 1,683 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定の
ものを除く。)

229,779 315,185 0.4
平成31年11月25日～
平成34年10月25日

リース債務(１年以内に返済予定の
ものを除く。)

4,333 2,649 ―
平成31年６月27日～
平成33年７月24日

合計 740,171 1,020,904 ― ―
 

(注) １．「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。なお、リース債務

については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を貸借対照表に計上して

いるため、平均利率を記載しておりません。

２．長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の貸借対照表日後５年内における１年ごと

の返済予定額は以下のとおりであります。
 

区分
１年超２年以内

(千円)
２年超３年以内

(千円)
３年超４年以内

(千円)
４年超５年以内

(千円)

長期借入金 135,543 87,984 71,714 19,944

リース債務 1,616 885 147 ―
 

 

【引当金明細表】
　

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 824 129 － 213 741

完成工事補償引当金 5,300 6,100 3,147 2,152 6,100
 

(注) 1.貸倒引当金の「当期減少額（その他)」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額130千円及び債権の回収に

よる取崩額82千円であります。

　   2.完成工事補償引当金の「当期減少額（その他)」は、洗替によるものであります。

 
【資産除去債務明細表】

　本明細表に記載すべき事項が財務諸表等規則第８条の28に規定する注記事項として記載されているため、資

産除去債務明細表の記載を省略しております。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

① 流動資産

イ．現金及び預金

 

区分 金額(千円)

現金 7,807

預金  

 当座預金 875

普通預金 328,293

別段預金 398

 定期預金 120,209

小計 449,776

合計 457,583
 

 

ロ．売掛金

相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

山口県国民健康保険団体連合会 7,059

下関市介護保険課 4,638

東京海上日動火災保険㈱ 1,764

貞久　暁 1,326

損害保険ジャパン日本興亜㈱ 1,024

その他 7,849

合計 23,662
 

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

 

当期首残高(千円)
 

(Ａ)

当期発生高(千円)
 

(Ｂ)

当期回収高(千円)
 

(Ｃ)

当期末残高(千円)
 

(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)
 

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

 

25,012 272,990 274,341 23,662 92.1 32.5
 

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれておりま

す。
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ハ．販売用不動産

 

区分 土地(㎡) 建物(㎡) 金額(千円)

新築一戸建 1,963 778 177,354

中古一戸建 35,580 16,299 1,751,429

中古マンション 786 1,175 141,113

土地 4,472 － 78,489

合計 42,802 18,253 2,148,388
 

　

(注) 販売用不動産の地域別内訳

 

地域別 県別 土地(㎡) 建物(㎡) 金額(千円)

中国地方

山口県 15,604 5,865 681,526

その他 868 685 79,203

小計 16,472 6,551 760,730

九州地方

福岡県 22,482 10,323 1,209,091

その他 3,848 1,379 178,566

小計 26,330 11,702 1,387,657

合計 42,802 18,253 2,148,388
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ニ．仕掛販売用不動産等

 

区分 土地(㎡) 建物(㎡) 金額(千円)

新築一戸建 397 98 18,980

中古一戸建 26,557 11,453 879,429

中古マンション 166 191 14,049

土地 863 － 54,976

合計 27,984 11,742 967,435
 

 

(注) 仕掛販売用不動産等の地域別内訳

 

地域別 県別 土地(㎡) 建物(㎡) 金額(千円)

中国地方

山口県 8,246 3,367 303,684

その他 439 252 21,098

小計 8,685 3,619 324,783

九州地方

福岡県 15,072 6,373 536,213

その他 4,226 1,749 106,439

小計 19,298 8,122 642,652

合計 27,984 11,742 967,435
 

 

ホ．商品

 

区分 金額(千円)

介護用品 1,668

その他 460

合計 2,129
 

 

へ．貯蔵品

 

区分 金額(千円)

印紙 1,475

用度品 2,510

その他 706

合計 4,693
 

EDINET提出書類

株式会社東武住販(E30598)

有価証券報告書

80/87



 

 

② 流動負債

イ．買掛金

相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

㈱エムケイ住宅 25,306

㈱ケンセイ 10,478

㈱創建 8,796

㈱メディエイト 8,025

浅田インテリア㈱ 6,580

その他 94,230

合計 153,417
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(3) 【その他】

当事業年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高（千円） 1,812,410 3,500,843 5,049,003 6,640,182

税引前四半期（当期）
純利益金額（千円）

168,779 337,426 462,535 581,538

四半期（当期）純利益
金額（千円）

115,641 232,097 317,093 393,275

１株当たり四半期（当
期）純利益金額（円）

42.64 85.58 116.92 145.01

     

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利
益金額（円）

42.64 42.94 31.34 28.09
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ６月１日から５月31日まで

定時株主総会 ８月中

基準日 ５月31日

剰余金の配当の基準日 11月30日、５月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

   取扱場所
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

   株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

   取次所 ―

   買取手数料 無料

公告掲載方法
電子公告により行う。ただし電子公告により行うことができない事故その他やむを得
ない事由が発生した場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
当社ホームページ(https://www.toubu.co.jp/)

株主に対する特典
平成30年５月31日時点の当社株主名簿にて、普通株式100株以上保有の株主に対し、
下関市ゆかりの食品を贈呈します。

 

(注)  当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない

旨、定款に定めております。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７条第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度 第34期(自 平成28年６月１日 至 平成29年５月31日)　平成29年８月30日中国財務局長に提出

 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成29年８月30日中国財務局長に提出

 

(3) 四半期報告書及び確認書

第35期第１四半期(自 平成29年６月１日 至 平成29年８月31日)　平成29年10月13日中国財務局長に提出

第35期第２四半期(自 平成29年９月１日 至 平成29年11月30日)　平成30年１月15日中国財務局長に提出

第35期第３四半期(自 平成29年12月１日 至 平成30年２月28日)　平成30年４月13日中国財務局長に提出

 
(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に

基づく臨時報告書

平成29年９月１日中国財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成３０年８月３０日

株 式 会 社 東 武 住 販

取 締 役 会 御 中
 

 

有限責任監査法人 トーマツ  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中　野 宏　治 ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 荒 牧 秀 樹 ㊞

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社東武住販の平成２９年６月１日から平成３０年５月３１日までの第３５期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記

及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社東武住販の平成３０年５月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社東武住販の平成

３０年５月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、株式会社東武住販が平成３０年５月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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